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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  はせがわ ひろし 

長谷川 裕 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９６７ 年 

弁護士登録年／修習期 ２００３ 年 ／ ５６ 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 長谷川綜合法律事務所 

住所  

〒541-0041 

大阪市中央区北浜１丁目１番２０号 三ツ星ビル７階 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６ - ６２２７ - ０３３３ 

０６ – ４２５６ – ２８００ 

 

URL http://hasegawa-sogo.com/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

１９９１年３月  京都大学法学部 卒業 

１９９１年４月  日本生命保険相互会社 入社 

２００２年４月  司法修習生（５６期） 

２００３年１０月 弁護士登録、岡田春夫綜合法律事務所 入所 

２０１８年４月  長谷川綜合法律事務所 設立 

 

＜公職＞ 

２０２０年１０月  大阪地方裁判所 民事調停官（非常勤裁判官） 

２０２３年１１月  司法試験考査委員 及び 司法試験予備試験考査委員 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

☐ 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

○ 大阪弁護士会 

２０２１年４月 司法委員会 副委員長 

２０２４年４月    同    ２３条小委員会 委員長 

２０２４年４月 民事訴訟法の運用に関する協議会 副座長 

 

○ 日本弁護士連合会 

２０２３年５月 司法制度調査会 委員 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

『知的財産契約の理論と実務』 商事法務（共著） ２００７年 

「補償金請求」（別冊ＮＢＬ１３９号『知的財産権・損害論の理論と実務』） 

商事法務（共著） ２０１２年 

『Ｑ＆Ａ 企業活動のための消費者法－消費者トラブルを予防して円滑な

企業活動を進めるために－』 民事法研究会（共著） ２０１２年 

『破産管財ＢＡＳＩＣ－チェックポイントとＱ＆Ａ－』 民事法研究会（共

著） ２０１４年 

『弁護士が答える民事信託Ｑ＆Ａ１００』日本加除出版（共著）２０１９年 

『知的財産契約の実務 理論と書式 特許編』商事法務（共著）２０２２年 

『２３条照会の手引 ２０２２』大阪弁護士協同組合（共著）２０２２年 

 

日本民事訴訟法学会 会員 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

はたけやま  かずひろ 

   畠 山  和 大 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９８０ 年 

弁護士登録年／修習期    ２００６ 年 ／ ５９ 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 坂・畠山法律事務所 

住所  

〒530-0047 

大阪市北区西天満４丁目８番２号 北ビル本館５０１ 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６３６４－６２００ 

０６－６３６４－６２２２ 

k_hatakeyama@sh-law-office.jp 

URL  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ  ☐ いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

２００３年 ３月  京都大学法学部 卒業 

２００６年１０月  大阪弁護士会 弁護士 登録 

２０１０年 １月  坂・畠山法律事務所 開設 

２０１０年 ４月  近畿税理士会 税理士 登録 

２０１２年１０月  大阪地方裁判所 民事調停官 （～2016年 9月） 

２０１９年 ４月  池田市上下水道企業 任期付短時間勤務職員 

２０２０年 ４月  大阪府後期高齢者医療審査会 委員 

２０２１年 ４月  大阪府公募型ﾌﾟﾛﾎﾟー ｻﾞﾙ方式等事業者選定委員会 委員 

２０２１年 ９月  マンション管理士 登録 

２０２４年 １月  大阪簡易裁判所 司法委員 

２０２４年 ４月  藤井寺市 法務専門員（コンプライアンス担当） 

 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社ＫＨＣ 社外監査役 （建設業／上場） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

大阪弁護士会 高齢者・障害者総合支援センター運営委員会 副委員長

（2019年 4月～2021年3月） 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

税理士、マンション管理士 

（試験合格：賃貸不動産経営管理士、ＩＴパスポート、情報セキュリティマネジ

メント） 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

「不動産賃貸借の法律実務と留意点」SMBC ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株) 2013年 

「監査役の役割と責任」SMBC ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ(株) 2016年 

 

 

その他 

（抱負など） 

裁判所や地方公共団体といった公的機関の一員として、中立公平な第三

者的立場で、理論的・法的な側面からご意見を申し上げることを比較的多く

経験させていただきました。他方で、社外監査役として会社運営を実際に拝

見させて頂く中で、やはり、会社は、会社自体が中長期的な視点をもって持

続的に成長していき、その企業価値を上昇させてこそ社会全体に寄与でき

るものと感じております。法的な側面に限らず大局を見た判断が必要な経

営を担っておられる経営陣の方々に少しでも役に立ち、ひいては持続可能

な社会に向けて少しでも寄与できれば、と考えております。 

ご依頼いただいた場合には，外部からの社会的信用に応えるという観点

のみならず，貴社の持続的成長及び中長期的な企業価値の創出という観

点も重視して，法律家的感覚及び一般株主的感覚から，私の経験を最大限

に生かしてご協力させていただければ考えております。 

 どうぞよろしくお願いいたします。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

はっとり ひろし 

服部 弘 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９８９年 

弁護士登録年／修習期     ２０１９年 ／  ７１期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 服部弘法律事務所 

住所  

〒530-0041 

大阪市北区天神橋３－１－３５南森町岡藤ビル４０３号室 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6379-5028 

06-6379-5029 

hattori@hattorilaw.jp 

URL http://hattorilaw.jp 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

2013年 京都大学法学部 卒業 

2015年 同志社大学司法研究科法務専攻 修了 

2018年 最高裁判所司法研修書 修了 

2019年 弁護士登録 

      山口心平法律事務所 入所 

2023年 服部弘法律事務所 設立 

 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

大阪弁護士会行政問題委員会 

大阪弁護士会消費者保護委員会 

 

 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
測量士補 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   はの あやこ 

葉野 彩子 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９８６    年 

弁護士登録年／修習期   ２０１２  年 ／   新６５ 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  

大阪市北区中之島２丁目２番７号 

中之島セントラルタワー２４階 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６２２７－１９５１ 

０６－６２２７－１９５０ 

hano@daiichi-law.jp 

URL https://daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

2005年 3月 

私立四天王寺高等学校 卒業 

2009年 3月 

京都大学 法学部 卒業 

2011年 3月 

京都大学法科大学院 修了 

2011年 9月 

司法試験合格 

2012年 12月 

司法修習修了（新 65期）弁護士登録 

2023年 1月 

弁護士法人第一法律事務所 パートナー（社員弁護士）就任 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

全国倒産処理弁護士ネットワーク 会員 

倒産法実務研究会 会員 

大阪弁護士会法教育委員会 委員 

大阪弁護士会司法委員会 委員（倒産法部会） 

大阪弁護士協同組合 広報委員会 委員（委員長） 

大阪弁護士協同組合 研修委員会 委員 

京都大学大学院 法学研究科 非常勤講師 

自然災害による被災者の債務整理ガイドラインに基づく登録支援専門家 

認定経営革新等支援機関 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

「株式会社・各種法人別 清算手続と書式」(2022年1月発行、新日本法規

出版)を共著にて執筆 

「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」(1998年 3月発行、2020年補訂、新

日本法規出版)を共著にて執筆 

「三士業の実務がクロスする 相続事案の解決力」(2020年9月15日発行、

株式会社清文社)を共著にて執筆 

「初めてでも大丈夫！ 法教育出張授業マニュアル」(大阪弁護士協同組合)

を共著にて執筆 

その他 

（抱負など） 

弁護士登録以降 10 年以上にわたり、上場会社を含む法人の株主総会指

導、不正調査、ハラスメントのヒアリング、M&A、提訴請求対応、訴訟等様々

なご相談をお受けして参りました。2021 年に出産したのちは、子育てをしつ

つ執務しております。 

かかる弁護士としての、また、女性・親としての経験をふまえ、役員としてよ

り会社に近いところでご意見を申し上げることで貢献できればと考えており

ます。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   

林
はやし

   祐
ひ ろ

 樹
き

 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９７９年 

弁護士登録年／修習期     ２０１３年 ／  ６６期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 共栄法律事務所 

住所  

大阪市中央区南船場４丁目３番２号 

ヒューリック心斎橋ビル５階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6222-5755 

06-6281-5788 

hayashi@kyoei-law.com 

URL http://www.kyoei-law.com/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成 15年 3月 神戸大学法学部戸津行 

平成 15年 4月 株式会社みずほ銀行入行 

平成 20年 3月 株式会社みずほ銀行退職 

平成 24年 3月 大阪大学大学院高等司法研究科修了（法務博士） 

平成 25年 12月 弁護士登録（大阪弁護士会） 共栄法律事務所入所 

平成 29年 4月 大阪大学大学院高等司法研究科 招へい准教授 

令和 3年 １月 共栄法律事務所パートナー 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

大阪弁護士会 司法委員会委員 

大阪弁護士会 民事介入暴力及び弁護士業務妨害対策委員会委員 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
公認不正検査士（CFE） 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

・申立代理人による事業譲渡の検討（共著） 

（事業再生と債権管理2021年7月号（金融財政事情研究会発行）） 

・通常再生の実務Q&A150問（共著） 

（全国倒産処理弁護士ネットワーク（編）／金融財政事情研究会） 

・法人破産申立て実践マニュアル（第2版）（共著） 

（青林書院） 

・実務解説 民法改正―新たな債権法下での指針と対応（共著） 

（民事法研究会） 

その他 

（抱負など） 

東証プライム市場上場企業又はそれに類する規模の企業から中小企業

まで、様々な規模の企業の多種多様な案件を幅広く取り扱っており、日常

的に様々なご相談をいただき、ご対応させていただいております。例年、複

数の上場企業等の株主総会指導等も実施させていただいております。 

その他、第三者委員会等の調査委員会の調査を複数経験しているほか、

公認不正検査士の資格も取得していますので、不正調査や危機管理にも

対応することが可能です。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

はやし ひろゆき 

林   裕 之 
    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1974 年 

弁護士登録年／修習期    2000 年 ／  53 期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人太田・柴田・林法律事務所 

住所  
〒530-0047 

大阪市北区西天満五丁目 1－9 大和地所南森町ビル 5階 

Tel 

Fax 

Email 

06－6364－2418 

06－6364－6885 

h-hayashi＠osh-law.jp 

URL http://www.osh-law.jp 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

大阪府立北野高校卒 

 

京都大学法学部卒 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

タビオ株式会社（東証スタンダード市場） 社外監査役 

株式会社中川政七商店（非上場） 社外監査役 

政岡土地株式会社（非上場） 社外取締役 
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主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

 

 

大阪弁護士会 副会長 

財務委員会 委員長 

弁護士業務改革委員会 副委員長 

空家等対策プロジェクトチーム座長 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

ひがしむき ゆき     

東向 有紀  
    （ ☐ 男 ・  女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     昭和 48年 

弁護士登録年／修習期   平成２１年 ／新６２期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人ローズマリー法律事務所 

住所  
〒530-0046 

 大阪市北区菅原町 2番 14号 103ビル 5階 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６３１６－０４９０ 

０６－６３１６－０４９１ 

higashimuki @rosemarylaw.com 

URL http：// www.rosemarylaw.com/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

１９９６年甲南大学 卒業 

１９９６年外資系化粧品会社 入社／１９９９年 退職 

１９９９年 Institute of Aromatherapy in Toronto 入学／2000年秋 卒業 

２００２年国際会議 ・ 学会等の会議運営会社にて勤務 

２００３年外資系アウトソーシング会社にて勤務 

２００５年甲南大学法科大学院 未習コース入学／２００８年 卒業 

２００９年 １２月 大阪弁護士会 弁護士登録 

 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 
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☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

大阪弁護士会 

刑事弁護委員会 所属 

２０２２年３月まで裁判員部会 部会長  

  ２０２２年４月～要通訳事件の問題点に関するプロジェクトチーム座長 

交通事故委員会 所属 

広報委員会 ２０２１年４月～ 所属 

２０２１年４月～ ２０２３年３月 副委員長  

２０２３年４月～ 委員 

 外国人に関する法的サービス検討推進プロジェクトチーム 所属 

電子商取引問題研究会 会員 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

ブライアン・K・ジョンソン/マーシャ・ハンター著「法廷における説得技術 

法廷で際立つ弁護士になるために」（日本評論社 2023年） 共訳 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

ひらまつ あやこ 

平松 亜矢子 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1974    年 

弁護士登録年／修習

期 
   2002 年 ／ 55   期 

（外国法事務弁護士

の場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 共栄法律事務所 

住所  

大阪市中央区南船場４丁目３番２号 

ゼント心斎橋５階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6222-5755 

06-6281-5788 

hiramatsu@kyoei-law.com 

URL ｈｔｔｐｓ：//www.kyoei-law.com 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

200１年 3月  京都大学法学部卒業 

200１年 4月  司法修習生（55期、2002年 10月まで） 

2002年 10月  大阪弁護士会にて弁護士登録 

              共栄法律事務所にて勤務（2014年６月まで） 

2014年 7月  大阪国税不服審判所 国税審判官（2018年６月まで） 

         （この間弁護士登録抹消） 

2018年 7月  大阪弁護士会にて弁護士再登録 

2018年 8月  近畿税理士会にて税理士登録 

2020年 4月  生駒市監査委員（現任） 

2020年 5月  大阪市行政不服審査会税務部会委員（2024年まで） 

2020年 7月  共栄法律事務所へ移籍 パートナー弁護士（現任） 

2020年 12月 豊中市固定資産評価審査委員会委員（2023年まで） 

2021年 6月  株式会社テクノスマート社外取締役監査等委員（現任） 

2022 年 4 月  立命館大学法科大学院客員教授（民事法実務総合演習：商法

担当、金融法、企業法務演習、現任） 

2022年 12月  守口市固定資産評価審査委員会委員（現任） 

2023年 6月   株式会社ODKソリューションズ取締役監査等委員（現任） 

2024年 4月   岸和田簡易裁判所調停委員（現任） 
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社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の

別） 

株式会社テクノスマート社外取締役監査等委員（塗工・乾燥装置製造業/スタン

ダード市場） 

株式会社ODK ソリューションズ社外取締役監査等委員（システム開発・運用業

/スタンダード市場） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）    税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁

護士会における活動

歴 

大阪弁護士会男女共同参画推進本部業務拡大チーム長（2022年３月まで） 

大阪弁護士会常議員（2023年度） 

近畿弁護士連合会税務委員会副委員長（2024年 3月まで）                                                       

日本弁護士連合会法律サービス展開本部幹事（現任） 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

税理士（平成３０年８月２３日登録）                                

内閣府女性役員育成研修修了（平成３０年度） 

業務として使用可能

な外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

日本税法学会、租税訴訟学会 

「実例解説 行政関係事件訴訟 最新重要行政関係事件実務研究③」共著 

「企業法務で知っておくべき税務上の問題点１００」共著 

「地方税Q&A」共著 

その他 

（抱負など） 

弁護士としては、企業法務、倒産事件、税務事件などを取り扱っています。 

社外取締役監査等委員として、２社兼務しておりますが、各会社の置かれて

いる状況及び今後の課題の把握等に努め、社外の視点から、役員・社員の

方々とともに様々な角度から検討、議論し、最適な決定のための一助になれ

るよう、力を尽くしたいと思っております。 

国税不服審判所における組織内での勤務経験、自治体の行政不服審査委

員会委員、監査委員、固定資産評価審査会委員の経験があり、各所におい

て、少しでも組織運営がよりよい方向へ進むよう、背景や周辺事情も含め、事

実関係を確認し、第三者としての意見をお伝えすることを心がけてきました。

どうぞよろしくお願いいたします。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  （ ひろいし  ゆうじ ）  

  廣 石   佑 志 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９７８（昭和５３） 年 

弁護士登録年／修習期 ２００９（平成２１） 年 ／  ６２ 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人三ツ星 

住所  

〒５４１－００４２ 

大阪市中央区今橋２丁目３番２１号 

今橋藤浪ビルディング４階 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６２２２－３０３５ 

０６－６２２２－３０３６ 

ｈｉｒｏｉｓｈｉ＠ｍｉｔｓｕｂｏｓｈｉ-ｌａｗ．Ｊｐ 

URL ｈttp://ｗｗｗ．ｍｉｔｓｕｂｏｓｈｉ-ｌａｗ．ｊｐ/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成１３年 同志社大学経済学部卒業 

平成１３年 住友不動産株式会社退職 

平成１６年 同志社大学大学院綜合政策科学研究科修了 

平成１６年 大阪市役所退職 

平成１９年 同志社大学大学院司法研究科修了 

平成２１年 弁護士登録 

平成２６年 弁護士法人三ツ星設立，中小企業診断士登録 

平成２７年 同志社大学大学院総合政策科学研究科嘱託講師 

                            （～令和４年３月） 

令和４年  情報経営イノベーション専門職大学客員教授（現職）        

令和５年  税理士登録 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社YOLO JAPAN 社外監査役 

（業種：求人情報サービス／非上場） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

業務改革委員会，広報委員会，中小企業相談センター,紛議調停委員 

 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

中小企業診断士，税理士、公認不正検査士，認定経営革新等支援機関 

，経営心理士 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

株式会社ＰＨＰ研究所 「経営者のための安心ライフノート」（共著） 

 

株式会社同友館「黒字企業必見！！中小企業オーナーが知っておきたいリス

ク回避のための事業承継実務の進め方」 (共著) 

 

その他 

（抱負など） 
法的側面はもちろん経営的側面からも企業活動を支援します。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 



令和 6年度版 

社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

（ふくだ あやこ） 

福田 あやこ 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９７３    年 

弁護士登録年／修習期     ２０００ 年 ／ ５２ 期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 福田法律事務所 

住所  

〒530-0044 

大阪市北区東天満１－１１－１５ 

若杉グランドビル別館 ８０３ 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６２８２－７８５３ 

０６－６３５４－５１００ 

fukuda@fukudalaw.org 

URL http://www.fukudalaw.org/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成 10年 3月 京都大学法学部卒業 

平成 12年 3月 司法研修所修了 

平成 12年 4月 弁護士登録，小松法律特許事務所入所 

平成 19年 4月～平成 23年 3月 立命館大学法科大学院非常勤講師 

平成 21年 3月 神戸大学法学研究科理論法学専攻博士課程前期課程修了 

平成 22年～平成 25年 神戸大学法科大学院非常勤講師（消費者法） 

平成 22年 4月～平成 24年 9月 特定侵害訴訟代理業務に関する能力担保

研修講師（日本弁理士会） 

平成 23年 4月 福田法律事務所開設 

平成 23 年 4 月～平成 27 年 3 月 工業所有権審議会臨時委員（特定侵害訴

訟代理業務試験委員，特許庁） 

平成 24年～平成 26年度 八尾市職員倫理委員会委員 

平成 25年～平成 26年 日本知的財産協会講師 

平成 25年～平成 26年   大阪経済大学経営学部非常勤講師 

平成 30年 6月～令和４年３月 堺市固定資産評価委員会委員 

社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

mailto:fukuda@fukudalaw.org
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主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他（                         ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

平成 21年 4月～平成 24年 3月 大阪弁護士会知的財産委員会副委員長 

平成 25年 4月～平成 27年 3月 日弁連知的財産センター委員 

令和 5年 4月～ 日本知的財産仲裁センター関西支部運営委員会委員 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
社会保険労務士，日商簿記２級 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

『特許・実用新案の法律相談』（共著）（青林書院，初版〔2002〕，増補版〔2004〕，

第3版〔2009〕）『デジタルコンテンツ法』（共著）（商事法務，〔2004〕）「職務

発明訴訟における包括クロスライセンス契約による使用者利益の算定－キヤ

ノン職務発明事件」（共著）（ＮＢＬ881号13頁，〔2008〕）「立体商標と商標法

3 条 1 号，同条 2 項該当性」最新判例知財法／小松陽一郎先生還暦記念論文

集所収 402 頁（青林書院，〔2008〕）『商標の法律相談』（共著）（青林書院，

〔2009〕） 

「物品の独立性と意匠の実施」「審決取消訴訟と共有者－ＥＴＮＩＥＳ事件」

知的財産法最高裁判例評釈大系〔Ⅱ〕／小野昌延先生喜寿記念論文集所収 107

頁，463頁（青林書院，〔2009〕）「信用毀損行為における虚偽の事実－キュー

ピー事件」最新知的財産判例集／三山峻二先生・松村信夫先生還暦記念論文

集所収397頁（青林書院，〔2011〕）「ライセンス契約違反と知的財産権侵害の

成否についての試論」（LES JAPAN NEWS 52巻4号56頁，〔2011〕）「商品の形

態と『商品等表示』該当性－眼鏡型ルーペ事件－」（知財管理63巻11号1815

頁，〔2013〕）「アップル対サムスン事件」（知財ぷりずむ144号63頁，〔2014〕） 

『商標の法律相談Ⅰ・Ⅱ』（共著）（青林書院，〔2017〕）「米国における植物品

種保護法制」（共著）（Law&Technology77号117頁，〔2017〕）「上告」特許権侵

害紛争の実務／小松陽一郎先生古稀記念論文集所収 1028 頁（青林書院，

〔2018〕）「商品の形態と『商品等表示』該当性－ユニットシェルフ事件」（知

財管理69巻5号700頁，〔2019〕） 

その他 

（抱負など） 

知的財産権分野を中心に，企業を取り巻く様々な案件に取り組んで参りまし

た。真摯に新しい技術やサービスの開発に取り組んでおられる方々との協

働作業に，大きなやりがいを感じています。弁護士として，ご相談に対し，単

に法的判断やリスクをお伝えするだけでなく，紛争をよりよく着地させ，将来

の紛争を可能な限り予防するためのアドバイスを心がけています。これまで

の経験が，企業経営に生かせることができればうれしく思います。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

ふくだ  ただし 

福田   正 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1953年 

弁護士登録年／修習期 1986年 ／ 38期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名  弁護士法人第一法律事務所 

住所  

〒530-0005 

大阪市北区中之島 2丁目 2番 7号 

 中之島セントラルタワー24F 

Tel 

Fax 

Email 

 06-7669-8930 

 06-6227-1950 

 fukuda@daiichi-law.jp 

URL  https://www.daiichi-law.jp/  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1971年 3月   大阪府立天王寺高等学校 卒業 

1976年 3月   同志社大学 法学部法律学科 卒業 

1983年 10月  司法試験合格 

1986年 4月   司法修習修了（38期） 

              弁護士登録（大阪弁護士会） 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社エクセディ（駆動系部品メーカー／上場） 社外監査役 

株式会社日本エスコン（不動産事業／上場） 社外取締役 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

☐ 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

mailto:fukuda@daiichi-law.jp
https://www.daiichi-law.jp/
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☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 （ 不動産   ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

1994年 4月  大阪弁護士会 

 消費者保護委員会 副委員長（～１９９６年３月） 

2006年 10月 大阪弁護士会 

 綱紀委員会副委員長（～現任） 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

「営業の法務対策」共著 学際図書出版 

 

「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」新日本法規出版 

 

『閉鎖会社における解散請求』(「現代裁判法体系17会社法」新日本法規出

版、所収) 

 

『動物の飼育』(「裁判実務大系19区分所有関係訴訟法」青林書院 所収) 

 

その他 

（抱負など） 

大阪簡易裁判所 調停委員（平成 18年 4月より～令和4年 3月） 

大阪地方裁判所 調停委員（平成 26年 4月より～令和4年 3月） 

田辺三菱製薬株式会社 社外監査役（平成 28年 6月～令和 2年 6月） 

学校法人甲子園学院 理事及び評議員 (令和 5年 4月～現在) 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 

性別 

 

 

 ふくだ やすちか 

 福田 泰親 

  （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     1985年 

弁護士登録

年／修習期 
    2012年 ／    65期 

（外国法事務

弁護士の場

合の記載事

項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは

任意） 

事務

所名 
弁護士法人三宅法律事務所 

住所  

 

541-0042 

大阪市中央区今橋 3-3-13 ニッセイ淀屋橋イースト 16階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6202-7873 

06-6202-5089 

y-fukuda@miyake.gr.jp 

URL https://www.miyake.gr.jp/profile/%E7%A6%8F%E7%94%B0%E6%B3%B0%E8%A6%AA 

希望する職

種の別 
 ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴

等） 

2009年 京都大学法学部卒業 

2011年 神戸大学法科大学院修了 

同年  司法試験合格 

2012年 司法修習修了（65期） 

2013年 弁護士法人三宅法律事務所入所 

2019年 神戸大学大学院法学研究科理論法学専攻博士課程（競争法）修了（Ph.D） 

2020年 UCLA School of Law (LL.M.)修了 

Buchalter法律事務所ロサンゼルスオフィス勤務（～2022年） 

2021年 ニューヨーク州弁護士登録 

2022年 弁護士法人三宅法律事務所パートナー就任 

社外役員を現任し

ている場合はそ

の状況（業種／上

場・非上場の別） 
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主な取扱業

務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引    医療事故 

 欠陥商品・製造物責任    証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故    環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び

所属弁護士

会における

活動歴 

大阪弁護士会独禁法研究会（2017年～現在） 

大阪弁護士会公益通報者支援委員会（～2019年） 

 

資 格 
（日本の法曹資

格を除く） 

ニューヨーク州弁護士 

業務として

使用可能な

外国語 

 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

『独占禁止法相談ハンドブック』（共著）大阪弁護士協同組合（2021） 

『事例式 寺院・墓地トラブル解決の手引』（共著）新日本法規（2017） 

「重大事由による解除」保険事例研究会レポート第 278 号 生命保険文化センター

（2014） 

その他 

（抱負など） 

私は、これまでに様々な業種の依頼者様からご相談をお受けし、業界の動向や最

先端の技術等を学ばせて頂きながら案件を進めさせて頂いて参りました。私が取り

扱う分野は企業法務が中心ですので、労働法、倒産法、会社法など多岐にわたりま

すが、特に独占禁止法に関しては神戸大学大学院で博士号を取得するなどして重点

的に取り組んでおります。 

2017年から 2年強の間は、上場企業であるメーカーの法務部に出向し、会社の中

から法的なサポートをさせて頂きました。2019年からは米国ロースクールに留学し、

卒業後はニューヨーク州弁護士資格を取得して現地の法律事務所で約 2 年間勤務し

ました。ここでは主に日本企業の米国進出や出資のほか、米国でビジネスを展開す

る中で発生した問題・課題などに対し、法的なサポートをさせて頂きました。また、

現地の日本人の経営者協会の会合などにも参加して現場の動向や現場ならではの悩

みなどをお伺いするなど大変勉強になりました。帰国後は再び企業法務を中心とし

た案件に携わりつつ、これまでの経験を活かして、より俯瞰的な視野をもって物事

を見極められるように日々研鑽を重ねています。依頼者様やチームのメンバーと円

滑なコミュニケーションを図りながら、依頼者様の最大の利益は何かという点を常

に意識して課題に取組むことを心がけております。 

微力ながら皆様のお役に立てることがあれば幸いです。どうぞよろしくお願い致

します。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 5日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

（ふくつか かえ）         

福  塚  圭  恵    （ 男 ・ 女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 昭和 ５５ 年 

弁護士登録年／修習期 平成 ２０ 年 ／   ６１期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 共栄法律事務所 

住所  

〒５４２－００８１ 

大阪市中央区南船場４丁目３番２号 

ゼント心斎橋（ヒューリック心斎橋ビル）５階 

Tel 

Fax 

Email 

０６ －６２２２ －５７５５ 

０６ －６２８１ －５７８８ 

fukutsuka@kyoei-law.com    

URL http://www.kyoei-law.com/ 

希望する職種の別   □取締役のみ  □監査役のみ  ☑いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1999年 3月  奈良県立奈良高等学校卒業 

2003年 3月   関西大学法学部卒業 

2004年 3月   関西大学大学院法学研究科 博士課程前期課程私法学専 

攻中退 

2006年 3月   関西大学法科大学院修了 

2008年 12月  弁護士登録（新 61期） 共栄法律事務所入所 

2015年 4月   立命館大学法科大学院 非常勤講師（金融法）（2016年3月まで） 

2019年 4月   立命館大学法科大学院 客員教授 （民事法実務総合演習・ 

商法担当、金融法、企業法務演習）（2022年3月まで） 

2020年 1月  共栄法律事務所パートナー就任 

2022年 4月  生駒市情報公開及び個人情報保護審査会委員【現職】 

2022年 8月  生駒市行政不服審査会委員【現職】  

2023年 12月  豊中市固定資産評価審査委員会委員【現職】 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

三京化成株式会社  

樹脂・工業薬品等の化学品商社／東京証券取引所スタンダード市場 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

mailto:fukutsuka@kyoei-law.com
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☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

大阪弁護士会 男女共同参画推進本部 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

・『新訂貸出管理回収手続双書 仮差押え－仮処分・仮登記を命ずる処

分』（きんざい 共著） 

・「親会社取締役の子会社管理義務に関する考察」『法の理論と実務の交

錯』（法律文化社）  

・『民事調停・少額訴訟・支払督促の実務／実務シリーズ 2020年 6月号

（No.230）』（ＳＭＢＣコンサルティング株式会社） 

・『株式会社・各種法人別 清算手続と書式』（新日本法規出版 共著） 

・『実務家が陥りやすい 死後事務委任契約の落とし穴』（新日本法規出

版 共著） 

 

その他 

（抱負など） 

 企業法務を中心として取り扱っており、企業を取り巻く幅広い法律問題に

対応しています。最近では特に労働問題に関するご相談を受ける機会が増

えています。また、会社訴訟のほか、第三者委員会による調査業務、デュ

ーデリジェンス、M＆A等も取り扱っています。 

これまでの弁護士としての実務・経験を活かし、会社の抱えるリスクにつ

いて分析・検討を行い、意見を述べさせていただくことが可能です。また、事

業を取り巻く様々な環境・事情等を共有し、会社にとってどのような判断が

最良かを吟味し、議論させていただくことで、会社の発展に貢献したく存じま

す。 

さらに、現在子育て中の立場でもありますので、働く女性・母親としての視

点が必要な場面においては、当該視点を踏まえた意見も述べさせていただ

ければと思います。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

   

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  （ふく もと  よう いち） 

福  本  洋  一 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９７５年 

弁護士登録年／修習期 ２００３年 ／ ５６期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  
〒５３０－０００５ 

大阪市北区中之島２－２－７ 中之島セントラルタワー２４階 

Tel 

Fax 

Email 

０６－７６６９－８９３８ 

０６－６２２７－１９５０ 

fukumoto@daiichi-law.jp 

URL https://www.daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1999年 3月 同志社大学 法学部法律学科 卒業 

2001年 11月 司法試験合格 

2002年 3月 同志社大学大学院 法学研究科 博士課程 前期修了 

2003年 10月 司法修習修了（56期）弁護士登録（大阪弁護士会） 

同  第一法律事務所に所属 

2014年 1月 弁護士法人第一法律事務所 パートナー就任 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

クックビズ株式会社 社外監査役 

（有料職業紹介事業・求人サイト運営事業・研修事業／上場） 

フローバル株式会社 社外監査役 

（各種設備機器・部品・材料の開発販売事業／上場） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

☐ 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

 

大阪弁護士会企画調査室 嘱託（2015年 10月～2017年 9月） 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
システム監査技術者・公認システム監査人 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

「「個人データ」ビジネス利用の極意」（2021年3月発行、商事法務) 

「医療機関から見たＤＸの課題」(公益社団法人 日本医業経営コンサルティング

協会 機関誌「ＪＡＨＭＣ」Vol.34 No.9、2023年9月号)  

「最近のサイバー攻撃を踏まえたポリシー・規程類の見直しのポイント」(「経営

法友会リポート」582号、2022年8月号)  

「テレワーク環境における情報管理の留意点」(「Business Law Journal」No.153、

2020年 12月号)  

・『IoT ビジネスに関する契約書作成のポイント』／『AI ビジネスに関する契約書

作成のポイント』（BUSINESS LAWYERS） 

・日本システム監査人協会 理事 

・システム監査学会 監事 

・弁護士知財ネット 会員 

・日本ライセンス協会 会員 

・経営法曹会議 会員 

その他 

（抱負など） 

AI、IoT やビッグデータ等を活用した新たなデータビジネスといった取り扱う

弁護士が少ない先端分野や EU 一般データ保護規則（GDPR)等を含めた個

人情報等の情報管理・データガバナンスに関する法務も取り扱っており、そ

のようなビジネスの実務に精通しています。 

上場企業の役員研修・コンプライアンス研修や日本監査役協会・経営法友

会・商工会議所等からの講演のご依頼も多数いただいており、日本経済新

聞社の 2015 年度「企業が選ぶ弁護士ランキング・情報管理分野」にも選出

されています。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

 ふじた  ともみ 

 藤 田  知 美 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1980年 

弁護士登録年／修習期 2004年 ／  57期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人イノベンティア 

住所  
〒530-0001 

大阪市北区梅田 2－4－9 ブリーゼタワー12階 

Tel 

Fax 

Email 

06-6346-7580 

06-6346-7582 

tomomi.fujita@innoventier.com  

URL https://innoventier.com/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1999年 3月  香川県立高松高等学校 卒業 

2003年 3月  京都大学 法学部 卒業 

2004年 10月 北浜法律事務所 アソシエイト弁護士 

2012年 1月  北浜法律事務所 パートナー弁護士 

2016年 4月  弁護士法人イノベンティア 創業 パートナー弁護士（現職） 

2017年 2月  日本ライセンス協会 理事 

2018年 4月  京都大学法科大学院・非常勤講師 

2020年 2月  日本ライセンス協会 副会長（現職） 

2022年 4月  京都大学法科大学院 客員教授 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

太陽誘電株式会社 (東証プライム) 社外取締役（監査等委員） 

株式会社タクマ （東証プライム） 社外取締役（監査等委員） 

スタイレム瀧定大阪株式会社 （非上場） 社外監査役 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 
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 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 
弁護士知財ネット  子どもの権利委員会  法教育委員会 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
米国カリフォルニア州弁護士 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

『役員・経営者のための知的財産Ｑ＆Ａ』（中央経済社・弁護士法人イノベ

ンティア・弁理士法人イノベンティア編・共著） 

『英和対訳 ソフトウェアライセンス契約の実務』（商事法務・弁護士法人イ

ノベンティア編・共著） 

『知財・無形資産ガバナンス入門』（中央経済社・共著） 

「インターネット上の画像の利用」（RIETI LETTER 2020年9月号 弁護士法

人イノベンティア企業法務相談室＜第41回＞ / 経済産業調査会） 

「応用美術の著作物性」（ビジネス法務2020年10月号 画像比較ですっきり

理解！「知財侵害」回避のための着眼力 / 中央経済社） 

「職務発明について従業者名義や転職先名義で特許出願された場合の対応」

（ビジネスロイヤーズ） 

「特許権侵害訴訟の事前準備・交渉の実務」（ビジネスロイヤーズ・連載「特

許権侵害訴訟に企業はどう向き合うか」第2回） 

『知的財産部員のための知財ファイナンス入門』（経済産業調査会・北浜法

律事務所編・共著） 等 

その他 

（抱負など） 

京都大学４年生在学時に旧司法試験に合格し、弁護士登録後は大手総合

法律事務所で知的財産法、訴訟（企業間訴訟や PL 訴訟等の企業消費者間

訴訟の企業側）、事業再生、M&A、会社法を含む様々な企業法務を取り扱

い、2012 年、同事務所のパートナー(経営陣)に就任しました。2016 年に独

立して、事業者向け法律業務・知的財産関連業務に特化した弁護士法人イ

ノベンティアを創業し（2024 年 7 月現在弁護士 15 名、弁理士 8 名、外国弁

護士 1 名、顧問 2 名、拠点：大阪・東京）、日米の資格を有する弁護士として

特にメーカーや IT 企業からの依頼案件を多く取り扱っているほか、東証プ

ライム上場メーカー2 社及び非上場老舗商社の社外役員、日本ライセンス

協会副会長としても活動しています。また、2018年 4月から 2024年 3月ま

で京都大学法科大学院非常勤講師・客員教授も務めました。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   （ふじの むつこ） 

藤野 睦子    （ ☐ 男 ・  女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９７１（昭和４６）年 

弁護士登録年／修習期 ２００８（平成２０）年 ／ ６１期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 小松法律特許事務所 

住所  

〒530-0005 

大阪市北区中之島２丁目２番２号 

大阪中之島ビル８階 

Tel 

Fax 

Email 

06-6221-3355 

06-6221-3344    

fujino@komatsulaw.com 

URL http://www.komatsulaw.com/index.html 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成 2年 3月 奈良県立畝傍高等学校卒業 

平成 8年 3月 大阪府立大学大学院工学研究科修士課程修了 

平成 8年 4月 東レ株式会社勤務 （～平成 16年） 

平成 19年 3月 京都大学法科大学院修了 

平成 20年 12月 司法研修所修了 

平成 20年 12月 弁護士登録、小松法律特許事務所入所 

平成 23 年 9 月 阪南大学非常勤講師「コンピュータと法」(～平成 25 年後

期 ) 

平成 26年 4月 京都大学法科大学院非常勤講師(～平成 31年 3月） 

平成 29 年 4 月 京都大学法科大学院法学研究科附属法務実務交流センタ

ー協力研究員(～令和 2年3月） 

平成 30 年～ 大阪市里親認定前研修講師 

平成 31年～ 堺市里親認定前研修講師 

令和3年4月～令和5年9月 特定侵害訴訟代理業務に関する能力担保研

修講師（日本弁理士会） 

令和 5年 堺市子ども相談所一時保護所第三者評価 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

☐ 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 

  （子どもの権利） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

(大阪弁護士会) 

平成 21年  知財委員会、子どもの権利委員会 （～現在） 

  令和元年度、令和３年度  副委員長 

平成 30年  司法委員会 （～現在） 

令和 3年   民事訴訟法の運用に関する協議会 （～現在） 

令和 3年   司法修習委員会 （～現在） 

令和 4年度  常議委員 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
弁理士 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

■著作・論文 

「後出しされた実験結果を参酌した上で，進歩性を肯定した事例－日焼け止

め剤組成物事件－」（共著, 知財管理, 2011） 

「共同研究開発契約の理論と実務第６回 費用負担，禁止事項，終了原因，

契約終了時の措置」（共著, NBL, 2012） 

「新判決研究 プロダクト・バイ・プロセス・クレーム大合議判決について」

（知財ぷりずむ, 2012） 

「サブコンビネーション発明の無効論」（知財管理, 2013） 

「特許審決取消判決の分析―事例からみる知財高裁の実務（別冊 NBL 

No.148）」（共著, 大阪弁護士会知的財産法実務研究会編商事法務,2015） 

「共同研究開発契約ハンドブック―実務と和英条項例（別冊 NBL No.149）」

（共著, オープン・イノベーション・ロー・ネットワーク編, 商事法務, 2015） 

「７審決取消訴訟(1) 審決取消訴訟の概要」（小松陽一郎古稀記念論文集

「特許権侵害紛争の実務－裁判例を踏まえた解決手段とその展望」, 青林

書院, 2018） 

「特許・実用新案の法律相談Ⅰ」（「Ｑ２９ 進歩性(3)－後出し実験」, 「Ｑ３９ 

ノウハウ等と相当の利益」担当, 青林書院, 2019） 

「農林水産関係知財の法律相談Ⅱ」（「Ｑ８９ 育成者権侵害とＤＮＡ分析」担

当, 青林書院, 2019） 

「新判決例研究（第 322 回） 意匠権侵害を認め、法 39 条２項・３項を重畳適

用して損害額を算定した事案（データ記憶機事件）─大阪地方裁判所令和２

年５月２８日判決（平成３０年（ワ）第６０２９号）」（知財ぷりずむ, 2020） 

「判例と実務シリーズ No.250 技術的範囲を限定的に解釈した原審を変更し

た知財高裁判決－「液体を微粒子に噴射する方法とノズル」事件－」（知財

管理, 2021） 

「新たな実用新案制度の検討」（令和３年度特許委員会第１部会第１チーム, 

Patent, 2022） 
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「新たな実用新案制度の検討」（知財学会 学術発表会, 2022） 

「判例と実務シリーズNo.534 予測できない顕著な効果の有無を判断した事

例（消極）－「骨粗鬆治療剤ないし予防剤」審決取消請求事件－」（知財管理, 

2022） 

■所属学会等 

弁護士知財ネット、日本弁理士会、デザインと法協会、全国倒産処理弁護

士ネットワーク、倒産実務研究会、日本子ども虐待防止学会 

その他 

（抱負など） 

知的財産関連を軸に、企業を取り巻く様々な案件に取り組んで参りました。

弁護士として、目先の利益、裁判上の勝ち負けのみにとらわれるのではな

く、企業の長期的な成長や、企業が社会で果たす責任といった視点を大切

することを心がけてきました。企業の継続的な成長のための一助になれば

幸いです。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 



令和 6年度版 

社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   

毒島
ぶすじま

 光
こ う

志
じ

 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     昭和 59年（1984年） 

弁護士登録年／修習

期 
    平成 22年（2010年） ／ 新 63期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  

〒530-0005 

大阪市北区中之島 2丁目 2番 7号 

中之島セントラルタワー24階 

Tel 

Fax 

Email 

06 -  7669  –  8942 

06 -  6227  -  1950 

busujima@daiichi-law.jp 

URL http://www.daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

2003年 3月  私立洛星高等学校 卒業 

2007年 3月  京都大学 法学部 卒業 

2009年 3月  京都大学法科大学院 修了 

2009年 9月  司法試験合格 

2010年 12月  司法修習修了（新 63期） 

同弁護士登録（大阪弁護士会） 

 

社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 
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主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

☐ 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

 

経営法曹会議 会員 

関西商事法研究会 会員 

日本ＣＳＲ普及協会近畿支部 雇用労働研究会 座長 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能

な外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」共著 (新日本法規出版) 

「差止請求モデル文例集」共著 （新日本法規出版） 

『実務解説「第 186 回通常国会 ビジネス関連法ダイジェスト」』 (ビジネス法務 

2014年 9月号) 

『再雇用制度と定年引上げにはどのような違いがあるか』（BUSINESS 

LAWYERS） 

『グループ会社を継続雇用先として拡大したいが、どのような契約を締結すれ

ばよいか』（BUSINESS LAWYERS） 

『従業員が 65 歳を超えても働き続けることができる仕組みと制度設計の留意

点』（BUSINESS LAWYERS） 

『外国人雇用状況届の届出方法と記載内容』（BUSINESS LAWYERS） 

『外国人留学生をアルバイトで雇用する際の留意点』（BUSINESS LAWYERS） 

『外国人留学生を正社員として採用する際の留意点』（BUSINESS LAWYERS） 

『外国人労働者を雇用する場合に適用される法律』（BUSINESS LAWYERS） 

『在籍出向の場合、海外駐在中の日本の社会保険上の取り扱いはどのように

なるか』（BUSINESS LAWYERS） 

『移籍出向の場合、海外駐在中の日本の社会保険上の取り扱いはどのように

なるか』（BUSINESS LAWYERS） 

『海外勤務者に関する税務上の問題点』（BUSINESS LAWYERS） 

ビジネス法務 Q＆A『定年後の従業員の再雇用制度』（大商ニュース、2018 年

11月 10日発行） 

 



令和 6年度版 

その他 

（抱負など） 

普段の業務として使用者側の労働事件を中心に企業法務全般を取り扱う一

方で、働き方改革に関する講演やコンプライアンス研修なども多く行っており

ます。 

また、近時は、一般社団法人日本スタートアップ支援協会のスポンサーとし

てベンチャー企業の支援に注力しており、資本政策からビジネススキームの

構築・リスク分析などもサポートしております。 

これらの経験を活かし、企業の成長のステージに応じて、実効性のあるコー

ポレートガバナンス実現に向けた社外役員としての役割を果たせるものと考

えております。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   ほそば けんた 

細 場 健 太 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９８８ 年 

弁護士登録年／修習期    ２０１６ 年 ／ ６９ 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人本町中央法律事務所 

住所  

大阪市中央区本町４丁目４番２５号 

本町オルゴビル２階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6253-0067 

06-6245-2060 

 

URL http://www.hommachi-chuo.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成 19年  兵庫県立兵庫高等学校 卒業 

平成 23年  大阪大学法学部 卒業 

平成 26年  大阪市立大学法科大学院 卒業 

平成 27年  司法試験合格 

平成 28年  弁護士登録（大阪弁護士会） 

令和 3年   中小企業診断士登録 

令和 4年   ＣＦＰ（Certified Financial Planner）認定 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

大阪弁護士会 交通事故委員会 主査 ・判例分析部会副部会長 

大阪弁護士会 弁護士業務改革委員会 委員 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

中小企業診断士 

ＣＦＰ 

１級ファイナンシャル・プランニング技能士（資産設計提案業務） 

情報セキュリティマネジメント 

メンタルヘルス・マネジメント検定Ⅱ種 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  ほんぎょう かつや 

 本行 克哉 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 
生 年    １９８７年 

弁護士登録年／修習期  ２０１２年 ／  ６５期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人中央総合法律事務所 

住所  

大阪市北区西天満 2-10-2 幸田ビル１１階 

 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6365-8111 

06-6365-8289 

hongyo_k@clo.gr.jp 

URL  https://www.clo.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

【学歴】 

２００９年３月 京都大学法学部卒業 

２０１１年３月 京都大学法科大学院修了 

２０２１年９月 ノースウエスタン大学ロースクール卒業（LL.M. with honors） 

 

【職歴】 

２０１２年１２月 大阪弁護士会登録 

２０１７年８月  金融庁検査局企画審査課 金融証券検査官 

２０１８年７月  金融庁総合制作局リスク分析総括課 金融証券検査官 

２０１９年８月  金融庁監督局銀行第二課 課長補佐（法務担当） 

２０２１年１０月 米国カークランドアンドエリス法律事務所勤務 

２０２２年４月  弁護士法人中央総合法律事務所 パートナー就任 

２０２２年６月  ニューヨーク州弁護士登録 

２０２３年３月  ユニゾン・キャピタル株式会社 内部監査室長 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

なし 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任    証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故    環境・公害・薬害 

 民事介入暴力 

 その他 

  （金融規制、スタートアップ法務支援等          ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

2023年 5月～2024年 3月  

           大阪弁護士会 司法改革検証・推進本部 副本部長 

2024年 4月～現在  

           大阪弁護士会 司法問題対策委員会 委員 

2023年 5月～2024年 3月 

          大阪弁護士会 研修センター運営委員会 特別委嘱委員 

2024年 4月～現在 

          法七十二条等問題委員会 委員 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

ニューヨーク州弁護士 

外国人雇用労務士 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

「取締役会の法と実務」共著（商事法務・2015年4月） 

「募集株式発行の法と実務」共著（商事法務・2016年11月） 

「銀行法改正と金融実務」（銀行法務21・870号（2021年5月号）） 

「特例法の概要と地域銀行の経営統合における課題」（銀行法務 21・865号

（2021年1月号）） 

「金融機関の業務範囲等に関する新たな規制緩和」共著（金融財政事情・3337

号38頁（2020年1月6日号）） 

「検査マニュアル廃止後の融資に関する検査・監督の考え方と進め方の概

要」共著（金融法務事情・2132号72頁（2020年２月25日号）） 等 

「金融規制の論点 25」共著（金融財政事情研究会・2022年 12月） 

「Ｔｈｅ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｃｏｍｐａｒａｔｉｖｅ Ｌｅｇａｌ Ｇｕｉｄｅ – Fintech 2023 Japan 

Chapter」共著（Ｇｌｏｂａｌ Ｌｅｇａｌ Ｇｒｏｕｐ Ltd.） 

「Ｇｌｏｂａｌ Ｌｅｇａｌ Ｉｎｓｉｇｈｔ – Banking Regulation 2023 Japan Chapter」共著（Ｇｌ

ｏｂａｌ Ｌｅｇａｌ Ｇｒｏｕｐ Ｌｔｄ.） 

 

その他 

（抱負など） 

近年海外投資家の社外役員を評価する基準や社外役員に期待する役割が

厳しくなっており、私も企業法務を取扱分野とする弁護士として日々研鑽を

積んでまいります。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

   

   本  間  亜  紀 

    （ 男 ・ 女 ） 

（  ） 職務上の氏名を使用しています。 

（該当する場合には○を付けて下さい。） 

写真（任意） 

 

生 年 1968年 

弁護士登録年／修習

期 
2006年 ／ 59期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

（登録年） 

  

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名  本間法律事務所 

住所  

 

大阪市北区西天満１－７－４協和中之島ビル 7階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6311-5500 

06-6311-5111 

honma-law@snow.ocn.ne.jp 

URL  

希望する職種の別   □取締役のみ  □監査役のみ  ■いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1992年 3月 ： 東京大学経済学部卒業 

  同年 4月  ： 三菱商事株式会社入社 

1996年 12月  ： 三菱商事株式会社退社 

1997年  4月  ： 早稲田大学法学部学士入学 

1999年  3月  ： 早稲田大学法学部 卒業 

2004年 10月  ： 司法試験二次試験合格 

2006年 10月  ： 大阪弁護士会登録，宮﨑綜合法律事務所 入所 

2016 年 4 月  ： 大阪府茨木市消費者生活センター顧問に就任（H31 年 3 月

終了）。 

・大阪府立中河内救命救急センター指定管理者選定委 員

会委員（平成 29年 3月に終了）。 

・堺市建設局指定管理者広報車選定委員会委員に就任（平

成 29年 3月に終了）。 

2017 年 2 月：公益社団法人民間総合調停センター和解あっせん人・仲裁人と

して候補者名簿に登録、（現在に至る） 

2017年 4月  ： 宮﨑綜合法律事務所 退所 

・大阪府立中河内救命救急センターの運営管理に関する評

価委員会委員に就任（令和４年 3月に終了）。 

2017年 5月  ： 本間法律事務所 開設、現在に至る。 
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2018年 1月：大阪家庭裁判所 参与員に就任（現在に至る） 

2018年4月：大阪市中央卸売市場本場・東部市場運営協議会南港市場運営協

議会委員。2021年 7月末で退任。 

2020年4月：大阪府枚方市消費者生活センター顧問に就任（2022年3月に任

期終了）。 

社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 
遺言・相続（遺産分割、遺言執行者、相続財産管理人等）、破産管財、不動産

（賃貸、売買、共有物分割等）、医療事件等。 

日弁連 及び  

所属弁護士会におけ

る活動歴 

・2019年度 常議委員会委員 

・2019年 4月：弁護士法 23条審査室審査委員就任（2024年 3月任期満了） 

・2019年 4月～市民窓口 担当員に就任（現在に至る） 

・2023年 10月～綱紀委員に就任（現在に至る） 

【現在の所属委員会・P/T】 

・遺言・相続センター運営委員会副委員長 

・司法委員会委員、公益通報者支援委員会委員、空家問題 P/T 委員、消費者

保護委員会委員、等 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
宅地建物取引主任 

業務として使用可能

な外国語 
 英語 

著作・論文 

所属学会 

・「新訂貸出管理回収手続双書 不動産担保（下）」 

（金融財政事情研究会、2010年11月出版）・共著 

・「反社会的勢力排除の法務と実務」（2012年12月出版）・共著 

・「自分でできる成年後見制度の手続」三訂版・共著 

（大阪弁護士協同組合、2011年9月） 

・「オーストラリアにおける不当条項規制」 

（消費者法ニュース2017年1月号）・共著 

・「特定商取引のトラブル相談Ｑ＆Ａ」 

（民事法研究会 2018年11月21日発行）・共著   

・「弁護士が答える民事信託Ｑ＆Ａ１００」 

（日本加除出版 2019年11月１日発行）・共著  

・「23条照会の手引2022」 

（日本加除出版 令和４年６月30日発行）・共著  

・「家庭裁判所の財産管理実務」 

（大阪弁護士協同組合 2022年8月1日発行）・共著  

・「遺言相続の落とし穴」改訂版 

（大阪弁護士協同組合令和５年10月２日発行）・共著 

その他 

（抱負など） 

弁護士業務の中で、鍛えてきた、事実や数字等を挙げ効果的に説得する方

法、客観的な状況・情勢に照らし、最善の和解を獲得するための交渉方法等

を、これからは、従業員等に対するコンプライアンス教育、株主や世間に対す

る説得的な説明等に活かしていければ幸いです。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  まえ    だ     はる     き 

  前   田   春   樹 
    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 昭和２３年 

弁護士登録年／修習期 昭和５４年 ／ ３１期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 前田春樹法律事務所 

住所  大阪市北区西天満４丁目６番１９号 北ビル２号館４階 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６３６１－７９５６ 

０６－６３６１－７９５７ 

haruki.maeda.l_o@nifty.com 

URL http://www.law-h-maeda.jp 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

学歴 

昭和４１年３月     市立桃山学院高校卒業 

昭和４２年４月     東京大学教養学部入学 

昭和４６年６月     東京大学農学部農業経済学科卒業 

昭和５７年６月     米国州立ワシントン大学ロースクール卒業 

職歴 

昭和５４年４月     弁護士登録 

  同上        岸田総合法律事務所入所 

同 ５７年７月     シアトル、Davis Wright法律事務所勤務 

同 ６０年９月～現在  前田春樹法律事務所所長 

平成１０年       大阪簡易裁判所民事調停委員 

同 １５年        奈良県上牧町政治倫理審査会会長 

同 １７年        法テラス・日本司法支援センター副所長 

同 ２０年～２２年   堺市包括外部監査人 

同  ２０年～現在     登録政治資金監査人 

同 ２５年４月     大阪経済法科大学客員教授  

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

平成１５年                大阪弁護士会副会長  

同  １６年，１７年            法テラス副所長  

同 １８年                弁護士倫理委員会委員長  

同 ２０年４月～２３年３月   堺市包括外部監査人 

同 ２８年                総会議長  

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

1983年5月     米国の民事訴訟における管轄の問題について 

               国際商事仲裁協会発行「JCA ｼﾞｬｰﾅﾙ」 

1984年1月、2月号 アメリカの法律事務所の現状とその運営について 

               国際商事仲裁協会発行「JCA ｼﾞｬｰﾅﾙ」 

1989年2月号    プログラムと法人著作 

                            「債権管理」金融財政事情研究会発行 

 

 

その他 

（抱負など） 

弁護士４０年の経験に基づいて、社外役員の立場から、コーポレートガバナ

ンスやコンプライアンスの確立に尽力したいと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  ま つ い や す ひ と 

松 井 保 仁 

    （ 男 ・ 女 ） 

（  ） 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1975    年 

弁護士登録年／修習期 2000    年 ／  52  期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人 錦橋法律事務所 

住所  
〒550-0002  

大阪市西区江戸堀一丁目１５－２０ 丸大肥後橋ビル５階 

Tel 

Fax 

Email 

06-6444-3535 

06-6444-3536 

y-matsui@nishikibashi.com 

URL   https://www.nishikibashi.com 

希望する職種の別   □取締役のみ  □監査役のみ  ■いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1998年 京都大学法学部卒業 

2000年 烏丸法律事務所入所（京都弁護士会） 

2004年 ミシガン大学ロー･スクール LL.M.課程修了 

2004年 ホランド＆ナイト法律事務所シアトル・オフィスにて研修（～2005） 

2005年 三宅法律事務所入所（大阪弁護士会） 

2006年 民間企業に出向（非常勤）（～2007） 

2009年 三宅法律事務所パートナー就任 

2013年 京都大学産官学連携本部上席研究員（非常勤）（～2016） 

2016年 京都大学法科大学院非常勤講師（「企業法務２」担当）（～2019） 

2019年 錦橋法律事務所開設 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社滋賀銀行（金融/東証プライム） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 
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 労働事件（使用者側）    税務    国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 （ 医薬・ヘルスケア／ベンチャー・ＶＣ ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

2014年 大阪弁護士会知的財産委員会副委員長（～2017） 

2005年 大阪弁護士会渉外実務研究会事務局（～2019） 

2009年 大阪弁護士会知的財産実務研究会世話役（～2020） 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

2005年 ニューヨーク州弁護士登録 

2012年 弁理士登録 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

所属学会：工業所有権法学会 

著作・論文： 

『知的財産契約の実務 理論と書式』（共著）商事法務（2022） 

『農林水産関係知財の法律相談Ⅰ・Ⅱ（最新青林法律相談23･24）』（共著）

青林書院（2019） 

『特許権侵害紛争の実務―裁判例を踏まえた解決手段とその展望』（共著）

青林書院（2018） 

『商標の法律相談Ⅰ・Ⅱ（最新青林法律相談16・17）』（共著）青林書院（2017） 

『知財相談ハンドブック（第3版）』（共著）大阪弁護士協同組合（2017） 

『共同研究開発契約ハンドブック―実務と和英条項例（別冊NBL No.149）』

オープン・イノベーション・ロー・ネットワーク編（共著）商事法務（2015） 

『特許審決取消判決の分析―事例からみる知財高裁の実務（別冊 NBL 

No.148）』大阪弁護士会知的財産法実務研究会編（共著）商事法務（2015） 

『不正競争防止法コンメンタール＜改訂版＞』（共著）レクシスネクシス・

ジャパン（2014）  

『事業再生の迅速化』事業再生迅速化研究会編（共著）商事法務（2014） 

「臨床企業再生（第 43回）会社更生の新たな試み：組織の再編と更生計画

案の策定－穴吹工務店グループ会社更生事例報告（下）」穴吹工務店グルー

プ法律家管財人団（共著）季刊事業再生と債権管理No.142（2013） 

「現代社会における著作権問題（第 11回）（公開著作物の利用）」知財ぷり

ずむ Vol.11 No.126（財）経済産業調査会（2013） 

「倒産実務の国際的側面に関する諸問題（事業再生迅速化研究会［第２期］

報告５）」（共著）ＮＢＬ994-995号（2013） 

『アメリカ倒産法  - Understanding Bankruptcy 2nd Edition - 

（LexisNexis アメリカ法概説⑧）』（共訳）レクシスネクシス・ジャパン

（2012） 

「渉外実務の手引き」（共著）国際商事法務 Vol.34 No.4 - Vol.35 No.4

（2006-2007）ほか 

その他 

（抱負など） 

企業文化や事業分野の特性は企業ごとに異なる以上、ガバナンスの形に

も様々なものがあってよいはずです。各種制度の導入背景や本質を踏ま

え、当該企業にとって本当に望ましいものは何かを常に考えて議論を行う

よう心掛けています。また、企業・知財・渉外法務等の経験から、各種

M&A、新規事業の立ち上げ、第三者との共同研究開発、海外進出などに関

するアドバイスも得意としています。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 5日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   みき   さ と し 

三  木    賢  

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年  1975年 

弁護士登録年／修習期   2007年 ／新 60期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  

〒530-0005 

大阪市北区中之島 2丁目 2番 7号 

中之島セントラルタワー24階 

Tel 

Fax 

Email 

06-7669-8944 

06-6227-1950 

miki@daiichi-law.jp  

URL https://www.daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1994年 3月 私立桐朋高等学校 卒業 

1999年 3月 一橋大学 法学部 卒業 

2001年 3月 一橋大学大学院 法学研究科（修士課程）修了 

2001年 4月 メーカー 法務部 勤務（～2004年 3月） 

2006年 3月 一橋大学法科大学院 修了 

2006年 9月 司法試験合格 

2007年 12月 司法修習修了（新 60期） 

          同弁護士登録（東京弁護士会） 

2010年 3月 弁護士登録換（大阪弁護士会） 

2013年 5月 米国南カリフォルニア大学ロースクール（LL.M）修了 

2013年 9月 錦天城律師事務所（上海事務所）にて執務 

2014年 3月 Nishith Desai Associates法律事務所（インド・ムンバイ）にて執

務 

2014年 5月 弁護士法人第一法律事務所に復帰 

2014年 9月 ニューヨーク州弁護士登録 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 



令和 6年度版 

 公益通報（内部通報を含む）   

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
ニューヨーク州弁護士 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

『かけ算で理解する独禁法の道標４「第10回 景表法と不競法」』（「BUSINESS 

LAW JOURNAL」 No.132） 

「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」共著 (新日本法規出版) 

 

 

その他 

（抱負など） 

企業法務全般に対する経験を有しています。 

その中で、国際商取引や国際的な企業間紛争に対する経験も有してい

るほか、海外の規制当局からの日本企業に対する対応の支援も行ってい

ます。 

また、株主総会指導をはじめとする会社法分野に限らず、中小企業の事業

承継に付随する相続問題も取り扱っています。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   

宮
みや

  本
も と

  圭
けい

  子
こ

 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     1964年 

弁護士登録年／修習期     1992年 ／    44期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  
〒530-0005 

大阪市北区中之島 2-2-7 中之島セントラルタワー24階 

Tel 

Fax 

Email 

06-7669-8933 

06-6227-1950 

miyamoto@daiichi-law.jp 

URL https://www.daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1989年 10月 司法試験合格 

1990年 3月  大阪大学大学院 法学研究科（前期課程）修了 

1992年 3月  司法修習修了（44期） 

同    4月   弁護士登録（大阪弁護士会） 

2001年 1月  第一法律事務所 パートナー就任 

2008年 1月  弁護士法人第一法律事務所設立 社員就任 

2016年 6月  FCM株式会社 社外監査役（～2019年3月） 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

ＳＲＳホールディングス株式会社（食品/上場） 監査等委員である社外取締

役（平成 29年 6月～現在） 
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主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

☐ 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

・大阪弁護士会 司法委員会 委員（2007年～2020年度副委員長） 

・大阪弁護士会 民事訴訟法の運用に関する協議会（2017 年～2019 年度座

長） 

・大阪弁護士会 総会副議長（2017年 4月～2018年 3月） 

・日本弁護士連合会「民事裁判手続に関する委員会」委員（2017 年～2020 年

度副委員長） 

・近畿弁護士連合会「高等裁判所の民事控訴審の運用改善についての協議

会」委員（2022年より座長） 

・大阪弁護士会 副会長（2021年 4月～2022年 3月） 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

・『株式会社の分社に関する諸問題』 (「現代裁判法体系17会社法」新日本法

規出版 所収) 

・「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」共著 (新日本法規出版) 

・「中小企業の会社法実務相談」共著 (商事法務) 

・「一問一答 改正 会社更生法の実務」共著 (経済法令研究会) 

・「営業の法務対策」共著 (学際図書出版) 

・「わかりやすい会社法の手引」共著 (新日本法規出版) 

・「差止請求モデル文例集」編著 （新日本法規出版） 

・「新版 破産管財手続の運用と書式」共著 （新日本法規出版） 

・座談会『民事再生手続の再活性化に向けて（上・下）』（NBL1109・1110号) 

・『集合債権譲渡担保についての民事再生手続上の中止命令について』木内

道祥先生 古稀・最高裁判事退官記念論文集「家族と倒産の未来を拓く」（金

融財政事情研究会） 

・「通常再生の実務Q&A150問』共著（金融財政事情研究会） 

･「民事裁判シンポジウム 民事裁判手続きに関する運用改善提言 現状の問

題点を探り、あるべき民事裁判の運用を考える！」(判例タイムズ No.1492 

2022.3) 
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その他 

（抱負など） 

・大阪大学大学院高等司法研究科 

 非常勤講師（2005年 10月～2010年） 

 客員教授（2010年 4月～） 

・大阪地方裁判所 

 管財人等協議会 協議員 / 倒産意見交換会 委員（2010年～） 

・吹田市 

 廃棄物減量等推進審議会 委員（1996年 11月～2000年 11月） 

・大津市 

 不祥事防止対策検討委員会 委員（2015年 11月～2016年 7月） 

・堺市 

 包括外部監査人補助者（1999年 4月～2002年 3月） 

 調査書誤記載検証委員会 委員（2022年 6月～） 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

むらい じゅん 

村 井  潤 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     1961年 

弁護士登録年／修習期     1993年 ／ 45期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所

名 
村井法律事務所 

住所  大阪市北区西天満 3丁目 2番 4号大三ビル 5階 502号室 

Tel 

Fax 

Email 

06－6316－8807 

06－6316－8817 

lawyerjunmurai@nifty.com 

URL 
プロフィール https://lawyerjunmurai.cocolog-nifty.com/about.html 

ブログ https://lawyerjunmurai.cocolog-nifty.com/murailo/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1974   3      大阪市立愛日小学校 卒業 

1980 3 ラ・サール高等学校 卒業 

1980 4 東京大学 文科 1類  入学 

1986 3 東京大学 法学部 私法学科 卒業 

1990 11 司法試験 合格 

  職   歴 

1991 4 最高裁判所司法研修所 入所 

1993 3 最高裁判所司法研修所 修了 

1993   4 弁護士登録  

1997 6 村井法律事務所開設 

2007 6 ケイエス冷凍食品株式会社（名証 2部）社外監査役就任 

〜2012 年 6 月退任（コンプライアンス委員として現任）

2007 6 大阪府信用農業協同組合連合会員外監事就任  

〜2023年 6月退任 

2015    6       株式会社遠藤照明（電気機器製造販売/東証スタンダー 

ド）非常勤監査役就任〜現任 

社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社遠藤照明（電気機器製造/東証スタンダード市場） 

https://lawyerjunmurai.cocolog-nifty.com/about.html
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主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引    医療事故 

 欠陥商品・製造物責任    証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故    環境・公害・薬害 

 民事介入暴力 

 その他 

 （  中小事業者保護   ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

・大阪弁護士会高齢者障がい者総合支援センター委員（現） 

・大阪弁護士会消費者保護委員会委員（現） 

・大阪弁護士会犯罪被害者支援委員会委員（現） 

・日本弁護士連合会消費者問題対策委員会幹事 

・大阪弁護士会常議員・同会司法修習委員 ･同綱紀委員 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

公認不正検査士（CFE） 日商簿記 3級 

鎌倉サステナビリティ研究所認定 ESGアナリスト・アソシエイト 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

・仮差押登記後の抵当権と被保全債権額超過部分に対する効力（有斐閣・担

保法の判例Ⅰ～ジュリスト増刊～所収・共著） 

・探偵・興信所１１０番（民事法研究会・共著） 

・成年後見人の実務（初版２版）（大阪弁護士会・共著） 

・介護事故マニュアル（大阪弁護士会・共著） 

・中小事業者の保護と消費者法（民事法研究会・編著） 

・「消費者」概念について～徒然なるままに～（消費者法ニュース９３号所収） 

・中小事業者の悪質商法被害救済に向けて（共著・現代消費者法１７号所収）

など 

・消費者被害の上手な対処法（全訂２版共著） 

・キーワード式消費者法辞典（第 2 版）日本弁護士連合会消費者問題対策委

員会編～一部執筆～ 

その他 

（抱負など） 

対話による実効性有るコンプライアンス確保とリスクコントロールが得意で

す。社外役員として、形式に拘らずに、深度有る関与を心掛けています。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                    令和6年 7月1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

 むらい    めぐみ 

村 井   恵 美 

  （ ☐ 男 ・  女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９８５年 

弁護士登録年／修習期 ２０１２年 ／  ６５期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 恵み法律事務所 

住所  

〒５４１－００４５ 

大阪市中央区道修町２丁目１番１０号 

Ｔ・Ｍ・Ｂ道修町ビル３階 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６２０３－０７８７ 

０６－７６３５－８４７４ 

murai@meg-law.com 

URL  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

2009.3   京都大学法学部卒業 

2011.3   京都大学法科大学院卒業 

2011.9   司法試験合格 

2012.11   最高裁判所司法研修所修了（６５期） 

2012.12   弁護士登録  弁護士事務所入所 

2014.3   企業のインハウスロイヤー（法務知財部）として勤務 

2018.1   弁護士事務所にて勤務 

2021.4   恵み法律事務所開設 

 2022.12   大阪府指定出資法人評価等審議会委員（～現在） 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の

別） 
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主な取扱業務・分野 

☐ 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

男女共同参画推進本部 ワーク・ライフ・バランス推進チーム 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 

☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他

（         語） 

著作・論文 

所属学会 
 

その他 

（抱負など） 

弁護士登録後，弁護士事務所及び企業のインハウスロイヤーとしての勤

務の中で，一般民亊はもちろん，会社法・労務に関係する様々な案件に

携わる機会をいただきました。 

事務所開設後も，インハウス時代の会社の取締役会へは現在も毎月出席

し，法的な観点から助言・アドバイスをさせていただいております。 

現在は，大阪府指定出資法人評価等審議会の委員を担当させていただい

ており，様々な業種の法人を多角的な面から評価し，改善点を見出すと

いう役割に，大変やりがいを感じております。 

企業の不祥事の芽は，最初はとても小さなものですが，企業内部で「こ

れくらいなら問題ないだろう。」と安易に判断されたものが，後々世間に

知られることとなり，多額の損害賠償請求にまで発展するという事例が

これまでの裁判例上も存在します。昨今は，「法令」遵守だけではなく，

社会が企業に求める「社会的責任」をどれだけ意識し，社会の常識・変

化を機敏にとらえ，これに沿った企業活動を行うことができているかが

重要となってきています。 

私自身も，法的知識はもちろん前提とし，社会一般の常識感覚を常に意

識しながら助言・アドバイスすること，そして，小さな疑問点であって

も，気軽に質問いただける関係性を作り上げることを心がけております。 

どうぞよろしくお願いいたします。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  （むらかみ ゆき） 

村上 友紀 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 
生 年     １９８５  年 

弁護士登録年／修習期 ２０１２     年 ／   ６５  期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人イノベンティア 

住所  

 

大阪市北区梅田２－４－９ ブリーゼタワー１２階 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６３４６－７５８０ 

０６－６３４６－７５８２ 

 

URL innoventier.com 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

私立四天王寺高等学校 / 卒業 

京都大学 法学部 / 卒業 (法学士) 

大阪市立大学 大学院法学研究科法曹養成専攻 / 修了 (法務博士) 

２０１２年～２０１６年 岡山弁護士会所属 

２０１７年～ 大阪弁護士会所属 

２０１８年～２０１９年 米国デューク大学 ロースクール / 客員研究員 

大手電機機器メーカー出向経験あり 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 
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主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

子どもの権利委員会（岡山弁護士会在籍時） 

知財委員会（大阪弁護士会） 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

2020 年 8 月「令和 2 年改正著作権法の概要－海賊版対策強化など」（知財ぷり

ずむNo.215 2020年8月号 / 経済産業調査会） 

 

2021年2月『英和対訳 ソフトウェアライセンス契約の実務』（商事法務）共著 

 

2022年11月『役員・経営者のための知的財産Q＆A』（中央経済社）共著 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 



令和 6年度版 

社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 8月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   むらしま まさひろ 

  村島   雅弘 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年    1969 年 

弁護士登録年／修習期    2005 年 ／  58 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 村島国際法律事務所 

住所  

 

大阪市北区梅田 2-2-2 ﾋﾙﾄﾝﾌﾟﾗｻﾞｳｴｽﾄ 19階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6133-5600 

06-6133-5601 

contact@attorney-murashima.com 

URL https://attorney-murashima.com/  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ  ☑ いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

〔学歴〕  

1992年 関西学院大学 法学部 法律学科 卒業 

1996年 英国バ‐ス大学   経営学修士（MBA） 修了 

2009年 英国ロンドン大学 法学修士（LL.M）   修了 

 

〔職歴〕   

1992年 大手商社入社 財務部勤務  

2007年 シナジーマーケティング株式会社 社外監査役就任 

2016年 ダントーホールディングス株式会社 社外取締役就任（現任） 

2020年 株式会社ブロードエンタープライズ 社外監査役就任（現任） 

2021年 株式会社イタミアート 社外監査役（現任） 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

ダントーホールディングス株式会社／東証スタンダード 

株式会社ブロードエンタープライズ／東証グロース 

株式会社イタミアート／東証グロース 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

mailto:contact@attorney-murashima.com
https://attorney-murashima.com/
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）    税務    国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

遺言相続センター運営委員会（元副委員長）、国際委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
簿記２級 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  むらなか とおる   

村 中  徹    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年   １９６５年 

弁護士登録年／修習

期 
  １９９５年 ／ 47 期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  

〒５３０－０００５ 

大阪市北区中之島２丁目２番７号   

  中之島セントラルタワー２４階 

Tel 

Fax 

Email 

06-6227-1951（代表） 06-7669-8934（直通） 

06-6227-1950 

muranaka@daiichi-law.jp 

URL http:// www.daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

１９９１年３月  神戸大学 法学部法律学科 卒業 

１９９５年４月  弁護士登録（大阪弁護士会） 

２００７年４月～２０１５年３月 同志社大学法科大学院 兼任教員 

２０１４年度 大阪市立大学大学院 法学研究科 非常勤講師 

２０１２年度～２０１４年度 司法試験考査委員（商法） 

２０１３～２０１４年度 司法試験予備試験考査委員（商法） 

２０１６年４月～現在 大阪商工会議所 経済政策・法規委員会 副委員長 

２０１６年４月～現在 日本監査役協会 相談室相談員 

２０２３年７月～現在 財務省 コンプライアンス推進会議委員 

社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

古野電気株式会社（上場） 社外監査役（平成 26年 5月～現任） 

株式会社カプコン（上場） 社外取締役（平成 28年 6月～現任） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

☐ 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 



令和 6年度版 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

大阪弁護士会司法修習委員会 副委員長（２０１６年４月～２０１８年３月） 

大阪弁護士会常議員（２０１６年４月～２０１７年３月） 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能

な外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

『羅針盤～任意の指名・報酬委員会の運用についての雑感～』(「月刊監査役 

No.736」2022年6月号003頁、公益社団法人 日本監査役協会) 

『任意の指名・報酬委員会の設置の広がりと運用の視点』（「産業經理」第 81

巻第2号） 

「通常再生の実務Q&A150問」共著（「全倒ネット実務Q&Aシリーズ」金融財政

事情研究会） 

『≪ビジネス法務雑感（1）≫監査役等が企業価値の向上に貢献するための視

点』（「産業経理」第80巻 第3号） 

『経営者との接点から見える風景』（「産業經理」第76巻第5号） 

「会社非訟の実務」共著（株式会社ぎょうせい） 

『信託受託者の義務違反と主張・立証の課題』（「信託と民事手続法の交錯」公

益財団法人トラスト未来フォーラム 所収） 

『親子会社関係と親会社取締役の責務』（「今中利昭先生傘寿記念 会社法・倒

産法の現代的展開」 民事法研究会 所収） 

『会社法改正の実務に対する影響－親子会社関係を中心にして－』（法の支配 

No.176） 

『平成２６年会社法改正と監査役の職務』（「会社法改正の潮流－理論と実務－ 

新日本法規 所収 ※編集も担当） 

『子会社少数株主の保護』（「藤田勝利先生古稀記念論文集 グローバル化の中

の会社法改正」 法律文化社 所収） 

『子会社の管理における取締役・監査役の職務と実務課題』（「田原睦夫先生 

古稀・最高裁判事退官記念論文集 現代民事法の実務と理論」きんざい 所収） 

『役員の説明義務』 (「現代裁判法体系17会社法」 新日本法規出版 所収) 

『株主総会手続きの簡素化』 (「最新 会社法の理論と実務」 新日本法規出版 

所収) 

『Ｍ＆Ａ契約における表明保証条項を巡る実務課題の検討』(「同志社法學第

335号」 同志社法學會 所収) 

『内部通報制度の運用の適正と監査役の対応課題』 (月刊監査役 2012.3 

No.597) 

「非常勤社外監査役の理論と実務」共著 (商事法務) 

「中小企業の会社法実務相談」編著 (商事法務) 

「会社法・関係規則の完全実務解説」共著 (財経詳報社) 

『役員責任の厳格な判断と実務における考慮』(新会社法 A2Z NOV 2006 

Vol.20) 

「わかりやすい会社法の手引」共著 (新日本法規出版) 
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「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」共著 (新日本法規出版) 

「実務解説 信託法Ｑ＆Ａ」共著 (ぎょうせい) 

「営業の法務対策」共著 (学際図書出版) 

『企業の法務担当者へのメッセージ－弁護士の立場からの若干の提言と課題

の検討』(NBL No.900(2009.3.1)) 

「銀行窓口の法務対策3800講Ⅱ」共著 (金融財政事情研究会) 

「銀行窓口の法務対策4500講Ⅱ」共著 (金融財政事情研究会) 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 



令和 6年度版 

社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  もりすえ よしたか 

森 末  尚 孝 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年  １９６３ 年 

弁護士登録年／修習期     １９９９年 ／ ５１期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 進陽法律事務所 

住所  

大阪市北区西天満４－７－１ 北ビル１号館３０３号 

 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６４６７－４０７７ 

０６－６４６７－４０７８ 

y-morisue@shinyou-law.jp 

URL http://shinyou-law.jp 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

昭和 62年３月  京都大学法学部卒業 

昭和 62年４月  文部省入省 

同年   11月  文化庁（著作権課） 

令和元年４月   大阪市役所入庁 

令和９年４月   弁護士登録 （関西法律特許事務所勤務） 

平成 16年 10月 大阪地方裁判所民事調停官 

平成 19年３月  財団法人大阪市環境事業協会評議員 

平成 28年４月  大阪市教育委員 

同      大阪府顧問弁護士 

令和６年６月   大阪市特別顧問就任 

その他公職多数 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 

  （行政関係全般） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

平成２２年１１月 大阪弁護士会、日本公認会計士協会近畿会共催 シンポ

ジウム「会計不正事件」判決の論点整理のパネラー 

 

 

 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

「平成１４年改正商法の実務と書式」（民事法研究会）共著 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 

大阪府を含め、多くの自治体等の顧問弁護士をつとめており、各種行政関

係法令及び行政実務に詳しいです。 

株式会社の顧問弁護士業務に関連し、多くの相談を受け、会社法、労働法

等にも詳しいです。 

また、大阪市教育委員を８年間つとめ、その他評議員や各種行政関係の委

員会の委員及び委員長を経験しております。 

以上の経験等を活かし、社外役員として、十分にお役に立てるものと思い

ますので、よろしくお願いします。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  やまぐちしんぺい 

山 口 心 平 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年  1981年（昭和 56年）  

弁護士登録年／修習期     2007年 ／  60期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 山口心平法律事務所 

住所  

大阪市北区西天満 6丁目 7番 4号 

大阪弁護士ビル 811号 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6315-8630 

06-6315-8631 

yamaguchi@yamaguchilaw.jp 

URL http://www.yamaguchilaw.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成１６．３．３１ 大阪市立大学法学部法律学科卒業 

平成１８．３．３１ 北海道大学法科大学院卒業 

平成２８年１０月～令和２年９月 大阪簡易裁判所民事調停官 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

mailto:yamaguchi@yamaguchilaw.jp
http://www.yamaguchilaw.jp/
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☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故    環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

公害環境委員会 

大阪弁護士会司法改革検証・推進本部 委員 

弁護士任官推進部会委員 

弁護士法２３条小委員会委員 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

「建築・開発と住環境問題Q&A（共著）」大阪弁護士協同組合 

「営業秘密管理の実務（共著）」中央経済社 

「Q&A企業活動のための消費者法（共著）」民事法研究会 

｢サ高住におけるサブリース契約の終了とその法的課題｣都市住宅学会 

 

都市住宅学会所属 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 

平成２７年４月より令和元年９月まで近畿大学建築学部にて非常勤講師とし

て土地建物調査法の講義をしていました。 

平成２７年度より現在まで近畿大学建築学部にて「建築における法と技術者

倫理」のテーマにて講義 

コーチング講座（民間）を修了しています 

事業再生スペシャリスト（一般社団法人金融財政事情研究会より）に認定さ

れています 

平成２９年７月より堺市住宅まちづくり審議会委員 

令和元年度乃至令和３年度堺市包括外部監査補助人 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  やまもとかずと 

  山 本 和 人 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     1970年 

弁護士登録年／修習期     2000年 ／    53期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人第一法律事務所 

住所  

〒530-0005 

大阪市北区中之島２丁目２番７号 

中之島セントラルタワー２４階 

Tel 

Fax 

Email 

06-7669-8936 

06-6227-1950 

yamamoto@daiichi-law.jp 

URL https://www.daiichi-law.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

1989年 3月  兵庫県立兵庫高等学校 卒業    

1997年 3月  京都大学 法学部 卒業 

2000年 10月 司法修習修了（53期）、弁護士登録（大阪弁護士会） 

2008年 5月  米国ノースウエスタン大学ロースクール（LL.M.)修了 

2009年 3月  ニューヨーク州弁護士登録 

2009年 6月  Kirkland & Ellis法律事務所（シカゴ事務所）にて執務 

2009年 8月  錦天城律師事務所（上海事務所）にて執務  

2009年 12月 弁護士法人第一法律事務所に復帰 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社中北製作所（流体制御装置の総合メーカー/上場） 社外取締役 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

日本弁護士連合会 中小企業海外展開支援弁護士 

日本弁護士連合会 国際交流委員会 副委員長（2019年～2024年） 

日本弁護士連合会 国際活動・国際戦略に関する協議会 委員 

大阪弁護士会 国際委員会 委員長（2021年～2023年） 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
ニューヨーク州弁護士 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

「アメリカ改正特許法―日米の弁護士・弁理士による実務的解説―」共著（発

明推進協会）  

    

『虚偽表示訴訟の終焉』（月刊ザ・ローヤーズ2012年2月号） 

 

『IBA（国際法曹協会）国際仲裁条項ドラフティング・ガイドライン（IBA 

Guidelines for Drafting International Arbitration Clauses）日本語訳』

（2011年12月 IBAウェブサイト）共著  

 

『特許権行使と税関の輸入差止制度－日本、米国（ITC）、韓国（KTC）の実情

－』（知財ぷりずむ2011年2月号）共著 

 

「わかりやすい会社法の手引」共著 (新日本法規出版) 

 

「Ｑ＆Ａ 会社のトラブル解決の手引」共著 (新日本法規出版) 

 

「中小企業の会社法実務相談」共著 (商事法務)  

その他 

（抱負など） 

ビジネスと人権ロイヤーズネットワーク会員 

公益社団法人日本仲裁人協会（JAA）関西支部事務局次長 

京都国際調停センター 調停人 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  やまもと   ふ さ こ 

  山  本  婦 紗 子 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９７０年 

弁護士登録年／修習期    ２００２ 年 ／  ５５ 期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名   ビオラ法律会計事務所 

住所  

 

大阪市北区西天満３丁目１４番１６号 

   西天満パークビル３号館４階 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６３１３－３００１ 

０６－６３１３－３００２ 

Viola.y@basil.ocn.ne.jp 

URL  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

１９８９年 桜蔭高校卒業 

１９９３年 京都大学法学部卒業 

１９９７年 京都大学大学院法学研究科修了 

２００２年 大阪弁護士会にて弁護士登録 

２００４年 税理士登録 

２０１３年 大阪家庭裁判所 家事調停官（非常勤裁判官）任官（～２０１７年） 

２０１７年 高槻市都市計画審議会委員（～現任） 

高槻市行政不服審査会委員（～現任） 

高槻市情報公開審査会委員（～現任） 

高槻市個人情報保護審査会委員（～現任） 

２０１９年 大阪家庭裁判所調停委員（～現任） 

       （公社）民間総合調停センター和解あっせん人候補者（～現任） 

２０２１年 奈良県包括外部監査補助人（～２０２２年） 

２０２１年 大阪府公募型プロポーザル方式等事業者選定委員会委員 

（～２０２４年３月） 

２０２２年 近畿地方年金記録訂正審議会委員（～現任） 

２０２３年 大阪府包括外部監査補助人（～現任） 

２０２３年 大阪市行政不服審査会委員（～現任） 

２０２３年 高槻市公正職務審査会委員（～現任） 
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社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）    税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

 

大阪弁護士会 

  消費者保護委員会委員（２０１３年～２０１５年 副委員長） 

  家事法制委員会委員（２０１９年～副委員長 現任） 

  行政問題委員会委員 

  高齢者・障害者総合支援センター運営委員会委員 

  交通事故委員会委員 

  司法問題対策委員会委員   

  空家対策・・財産管理制度等に関するプロジェクトチーム委員 

  総合法律相談センター運営員会委員 

  男女共同参画推進本部委員 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
  税理士 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

「実践 離婚事案 解決マニュアル」（共著 日本加除出版 2020年） 

 

その他 

（抱負など） 

 

弁護士登録以来、個人間の紛争だけでなく、企業法務から会社の民事再

生、破産管財人業務等多くの案件に携わって参りました。 

そして、家事調停官（非常勤裁判官）としての４年間、裁判官、裁判所書記

官、調査官と議論を尽くし、解決に向けて調停運営の指揮・判断を行った経

験により、紛争解決に対する姿勢を確立できたと思います。紛争解決に向け

ての調停運営の指揮・判断スキルをさらに高めたく、２０１９年から、大阪家

庭裁判所における調停委員と民間総合調停センターでの和解あっせん人と

して紛争解決に携わっています。 

 また、２０１７年からは、自治体の都市計画審議会や行政不服審査会等の

委員として、市民の生活や都市の将来のあり方にかかわる審議や第三者機

関としてのチェック機能に参画しております。 
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そして、令和３年度・令和４年度には奈良県の、令和５年度以降は大阪府

の、いずれも包括外部監査補助者として、様々な角度から事業や執行事務

等の適正を深く検討・吟味し、問題点や懸念事項の指摘にとどまらず、改善

策の提案等を行う監査業務に携わっております。法的観点からだけでなく、

財務的観点からも監査することから、財務分野の知見もさらに広がり、さらに

財務面からも将来的発展を指南する助言ができるよう心がけております。 

 かかるこれまでの経験や専門的知見を社外役員としての業務に活かし、

企業の成長の一翼を担いたいと考えております。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   

横 田
よこた

   雅 士
まさし

 

   （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

 

生 年 昭和５５年 

弁護士登録年／修習期 平成２８年／６９期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

（登録年） 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 横田法律事務所 

住所  

〒541-0047 

大阪市中央区淡路町 1丁目 6番 9号 

堺筋サテライトビル 8階 

Tel 

Fax 

Email 

06-7777-2402 

06-6227-9600 

yokota@yokota-lawoffice.com 

URL  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

・ 近畿大学法学部 卒業 

・ 民間企業にて勤務 

・ 大阪市立大学大学院 （現 大阪公立大学大学院） 修了 

・ 近畿大学講師 （現任） 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

学校法人社外役員 （現任） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   

 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

 著作権法・エンターテインメント法    IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引    医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 

  （一般企業、学校法人、宗教法人等における法律問題） 

mailto:yokota@yokota-lawoffice.com
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日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

 

・ 大阪弁護士会 司法委員会 委員 

・ 大阪弁護士会 刑事弁護委員会 委員 

・ 全国倒産処理弁護士ネットワーク 会員 

・ 大阪弁護士会倒産法実務研究会 世話役 

・ 令和 5年度大阪弁護士会友新会 副幹事長 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

大阪商工会議所『ビジネス法務』「信用不安が生じた場合の対応」 執筆 

 

その他 

（抱負など） 

 

・   民間企業での勤務経験から、 「スピード」 と 「バランス」 を大事に

しています。 

臨機応変な意思決定を阻害しないためにスピード感のある対応、同

時に、関係者間の意見調整、結論的な妥当性といったバランスのとれ

た解決を心掛けています。 

 

・   「民事」 と 「刑事」 の両面から、対応させていただきます。 

民事責任リスクだけではなく、 刑事責任リスクをも視野に入れて、

適切な対応策を提案させていただきたいと考えています。 

 

 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

       （よこやま りょういち）   

横  山  竜  一    （ 男  ） 

 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

 

生 年  昭和６１年 

弁護士登録年／修習期         平成２４年 ／  ６５期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 あさひパートナーズ法律事務所 

住所  

〒541-0041 

大阪市中央区北浜 2丁目 1番 5号  

平和不動産北浜ビル 4階 

Tel 

Fax 

Email 

06-6226-7024 

06-6226-7345 

 r-yokoyama@asahi-law.jp 

URL  

希望する職種の別   □取締役のみ  □監査役のみ  ■いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

平成２１年３月    同志社大学 法学部 法律学科     卒業  

平成２３年３月    大阪大学大学院高等司法研究科    修了  

平成２３年１１月   司法修習開始  

平成２４年１２月   大阪弁護士会にて弁護士登録   

平成２５年１月    証券会社の企業内弁護士として，法務部・広報部・上場

準備室・Ｊ－ＳＯＸプロジェクトチームを担当 

平成２７年７月    弁護士法人勝浦総合法律事務所大阪オフィス 所属 

令和５年４月     あさひパートナーズ法律事務所 所属 

現      在    弁護士法人勝浦総合法律事務所 大阪オフィス 所属 

             大阪産業創造館「経営相談室」 サポーター 

性暴力救援センター大阪（SACHICO）  支援メンバー 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

〇ＩＰＯ（上場準備）支援      

〇企業法務（契約書作成・チェック，債権回収，訴訟・紛争対応等，会社法務

全般）       

〇内部統制（Ｊ－ＳＯＸ含む），コンプライアンス体制の整備支援  

〇ＩＲ・ディスクロージャー実務支援     

〇株主総会運営支援，取締役会・経営会議等の運営支援，監査役・監査等

委員監査支援    

〇データ法務（個人情報保護分野を含む）    

〇労働法務全般（就業規則の策定・見直し支援，賃金体系整備，労働審判・
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訴訟等の紛争対応等）      

〇一般民事全般（交通事故，離婚（男女問題全般），相続，賃貸トラブル，債

務整理等）       

〇顧問弁護士，社外取締役，監査役（監査等委員），監査役（監査等委員）ス

タッフ       

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

〇大阪弁護士会 人権擁護委員会 両性の平等部会  所属 

→「DV・セクハラ・性被害電話相談」の運営や，ＤＶ被害者支援や離婚問題

について講演等を行う 

〇大阪弁護士会 貧困・生活再建問題対策本部     所属 

→主に生活困窮者支援担当や電話相談担当として，活動を行う 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 

ＡＩＰ（認定上級 IPO プロフェッショナル），行政書士，宅地建物取引士，貸金

業務取扱主任者，証券外務員一種，内部管理責任者，ＦＰ２級 

業務として使用可能な

外国語 
 

著作・論文 

所属学会 

●論稿 

平成２５年１１月２日 毎日新聞記事「法律のツボ」 

「自由と正義」２０１５年５月号「法曹人の新しいフィールド」第４６回 

「賃金と社会保障」Ｎｏ．１７５３ ４２頁以下 

●所属会 

日本 IPO実務検定協会，大阪証券問題研究会 

その他 

（抱負など） 

１． 弁護士登録後，約２年半，証券会社にて，企業内弁護士として勤めてお

り，法務部・広報部・総合企画部（上場準備室），内部統制報告制度（Ｊ－Ｓ

ＯＸ）構築プロジェクトチームという，４つの部署を兼務しておりました。 

その中で，監査役のサポートとして，監査報告書・監査計画のドラフト作

成やリーガルリサーチ等も行っておりました。 

   また，広報部として，有価証券届出書・臨時報告書・プレスリリース等の

作成・提出等の，情報開示業務にも対応しておりました。 

 何より，在職中に，単独上場・及び共同株式移転に伴うテクニカル上場

の実務に携わることができました。具体的には，「新規上場申請のための

有価証券報告書(Ⅱの部)」の作成・チェック，社内規程を含む社内体制の

整備やＪ－ＳＯＸの構築といった上場準備業務全般に対応し，上場準備支

援について学ぶとともに，社内（ひいては，グループ会社）全体の内部統

制・コンプライアンス体制の構築という，他ではできない貴重な業務を経

験させて頂きました。 

２． 現在は，法律事務所に所属しており，顧問先企業様や大阪産業創造館

「経営相談室」におけるご相談者様の契約書のリーガルチェックや作成，

データ法務，労働法務の分野に主に携わっております。 

その他，経営権に関わる株式の帰属を巡る訴訟や株主総会取消訴訟

などの会社法に関連する訴訟，税務を巡る問題，音楽著作権に関する問

題，債権回収など，幅広く携わっております。 

３．社外役員としての責務の重大さは，実際に企業内から見てきたこともあ

り，十分に自覚をしている所存です。 

今後も研鑽を続けると共に，企業内弁護士として携わった経験と，法律

事務所にて培った経験の両方を活かし，社外役員の立場から，貢献して

いきたいと考えております。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

   

り      あきひろ 

李      暎   浩    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９７５年 

弁護士登録年／修習期       ２００７年 ／  ６０期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 アワーズ共同法律事務所 

住所  

 

大阪市北区西天満三丁目１３番２０号 

ＡＳビル５階 

 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６３６５－１３０３ 

０６－６３６５－７８１３ 

a-lee@w4.dion.ne.jp 

URL https://ours-law.com/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

京 都 大 学 法 学 部 卒 業 、 関 西 学 院 大 学 法 科 大 学 院 卒 業                    

弁護士登録当初は大阪市内の企業法務に特化した事務所で勤務し、その

後、現在の事務所への移籍により、企業・法人法務のみならず企業・法人

経営者の相続・事業承継（M＆A）案件や交通事故案件など個人の依頼者へ

の対応などにも幅広く関与してきた。 

近年は中小企業経営者向け研修や上場企業向けハラスメント研修などの

研修を通じて予防法務やコンプライアンス意識向上活動にも努めている。 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

mailto:a-lee@w4.dion.ne.jp
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引    医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

大阪弁護士会知的財産委員会、司法修習委員会（司法修習生指導担当）、

厚生・会員サポート委員会（副委員長） 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

関西経済法研究会（公正取引委員会主催） 

 

 

 

その他 

（抱負など） 

京都大学法学部では会社実務に精通した商法・会社法学者であった故龍田

節教授の薫陶を受けました。龍田教授は、取締役の責任について、少数説

であった時代から過失責任主義の採用を提唱され、結果として、会社法制

定時において採用された実績をお持ちですが、京都大学教授と兼任で東証

一部上場の有名企業役員にも就任され、活躍されておりました。私も、同教

授の教えを実務家として実践していくことができればと願っております。企

業オーナー親族としての原体験に加え、中小企業の起業に関わった経験も

あることから、経営者・社員の皆様のお気持ちを大切に汲みながら弁護士

活動を行うことができると自負しております。顧問弁護士だけではなく企業

の経営判断に近い役員という立場で、数多くの企業が社会の信頼に応えて

益々発展されていくことの一助となることができれば幸甚です。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

         り       ふ   ゆん 

李      厚   潤 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1983年 

弁護士登録年／修習期 2018年 ／  71期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 李法律事務所 

住所  

〒542-0064 

大阪市中央区上汐 2-2-12 市松ビル 503号 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6796-8072 

06-7635-8016 

 

URL  

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 
 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

☐ 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

☐ 契約法・商取引   ☐ 債権保全・債権回収 

☐ 公益通報（内部通報を含む）   
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☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語   その他（     韓国語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  わかすぎ よういち 

   若 杉  洋 一 

    （  男 ・ ☐ 女 ） 

☐ 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年     １９６６年 

弁護士登録年／修習期     １９９４年 ／ ４６期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人大江橋法律事務所 

住所  

〒５３０－０００５ 

大阪市北区中之島２－３－１８ 

中之島フェスティバルタワー２７階 

Tel 

Fax 

Email 

０６－６２０８－１４１１ 

０６－６２２６－３０５５ 

yoichi.wakasugi@ohebashi.com  

URL https://www.ohebashi.com/jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 
京都大学法学部卒業 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   
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 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

☐ 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

☐ 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

☐ その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

 

 

 

大阪弁護士会 副会長 

大阪弁護士会 司法委員会（副委員長）等 

日弁連 司法制度調査会（商事経済部会・民事部会） 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

「社外取締役ガイドラインの解説」（共著）（商事法務） 

民事訴訟法学会関西支部 

京都大学法学部非常勤講師 

神戸大学法科大学院非常勤講師（企業法務担当） 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

  

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

（わたなべ まきこ） 

渡 部 真 樹 子 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 1982    年 

弁護士登録年／修習期 2011   年 ／  64 期 

（外国法事務弁護士の場

合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名  弁護士法人 梅ヶ枝中央法律事務所」 

住所  

〒530-0047 

大阪市北区西天満 4-3-25梅田プラザビル４階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6364-2764 

06-6311-1074 

watanabe@umegae.gr.jp 

URL  www.umegae.gr.jp 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

2001年 3月  神戸女学院高等部 卒業 

（1999年 8月～2000年6月 米国ミネソタ州・ヘンリーシブリー高校留学） 

2006年 3月  京都大学法学部 卒業 

2009年 3月  神戸大学法科大学院 修了 

2011年 12月  弁護士登録 弁護士法人梅ヶ枝中央法律事務所 入所 

2016年 5月  米国デューク大学ロースクール LLM 修了 

(2017年 1月  米国ニューヨーク州弁護士登録) 

2016年 11月  マレーシア Jeff Leong, Poon & Wong法律事務所  

～2017年 4月 

2017年 5月  ベトナムRajah Tann LCT Lawyers 法律事務所 勤務 

 ～2017年10月 

2017年 11月  弁護士法人梅ケ枝中央法律事務所復帰 

            （現在、週１回医薬品等製造会社にて出向勤務） 

その他、金融機関（銀行）、飲食フランチャイズ企業にも出向経験あり 

 

社外役員を現任してい

る場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

非上場企業社外取締役 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

 事業承継・M&A・企業再編    個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   



令和 6年度版 

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 

 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務    国際的商取引 

☐ 海事    不動産取引   ☐ 医療事故 

 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 

（英文契約書作成・レビュー・海外企業との契約締結交渉等） 

日弁連及び所属弁護士

会における活動歴 

大阪弁護士会 国際委員会（2012年〜） 

大阪弁護士会 渉外実務研究会（2012年〜） 

近畿弁護士会連合会理事(2022年度) 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
アメリカ・ニューヨーク州弁護士資格 TOEFL 975点 TOEIC 106点 

業務として使用可能な

外国語 
 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

セミナー：  

「ビジネスと人権」 

「ハラスメント防止」「海外展開支援セミナー」 

「ベトナム進出の留意点」「マレーシア法務」など 

その他 

（抱負など） 

【弁護士としての取り組み】 

大阪・京都・東京に拠点を持つ事務所に所属し、企業法務を中心に、契約・

商取引上のトラブル解決（訴訟を含む）、M&A、海外取引案件等に取り組ん

で参りました。担当企業の業種も、製造、サービス、金融、建設、運送、飲食

など多種多様です。上場企業における内部通報窓口も担当しています。 

また、顧問先に週一回出向し、インハウスローヤー的な立場で、各部署か

らのご相談を受けております。会社のビジネスを理解し、置かれた状況や

今後の課題を把握しながら、法的見解やリスクをお伝えするだけでなく、前

向きにビジネスを進めるためのアドバイスを心がけて参りました。 

【国際性】 

2015年から米国ロースクールに留学し、ニューヨーク州弁護士資格を取得

しました。さらにその後、マレーシアとベトナムの現地事務所にて客員弁護

士として勤務しました。 

帰国後は、これまでのネットワークと知見を活かし、外国企業との提携・企

業の海外進出をサポートするとともに、英文契約書作成・レビュー・海外企

業との契約締結交渉等を通じ、国際感覚を磨くことに努めております。 

【ジェンダー】 

 働く女性、家庭を持つ者の視点も活かして、適切な企業経営となるよう、意

見が述べられればと存じます。 

コーポレートガバナンス・コードが取締役会の構成に求める「ジェンダーや

国際性、職歴、年齢などの多様性」を、貴社の取締役会にもたらすことがで

きればと存じます。 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 
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社外役員候補者名簿登録弁護士情報 

                                         令和 6年 7月 1日現在 

基

本

的

事

項 

（ふりがな） 

氏名 ／ 性別 

 

 

  わたなべ りつこ 

渡 邉  り つ 子 

    （ ☐ 男 ・  女 ） 

 職務上の氏名を使用しています。 

写真（任意） 

 

生 年 １９７７ 年 

弁護士登録年／修習期 ２００７ 年 ／  ６０ 期 

（外国法事務弁護士の

場合の記載事項） 

（国籍） 

 

 

（登録年） 

 

 

（原資格国・外国弁護士資格の名称） 

 

 

所属事務所 

（Email・URLは任意） 

事務所名 弁護士法人本町中央法律事務所 

住所  

大阪市中央区本町４－４－２５ 

本町オルゴビル２階 

 

Tel 

Fax 

Email 

06-6253-0067 

06-6245-2060 

wata-hc@royal.ocn.ne.jp 

URL http://www.hommachi-chuo.jp/ 

希望する職種の別  ☐ 取締役のみ  ☐ 監査役のみ   いずれも可 

任

意

的

事

項 

経 歴 

（学歴，職歴等） 

2000.3 大阪大学法学部 卒業 

2002.3 大阪大学大学院医学系研究科修士課程（法医学） 修了 

2006.4 最高裁判所司法研修所 入所（６０期） 

2007.9 大阪弁護士会登録 

     弁護士法人本町中央法律事務所入所 

2020.6 株式会社淀川製鋼所社外監査役就任（現任） 

2024.6 南海化学株式会社社外取締役監査等委員就任（現任） 

社外役員を現任して

いる場合はその状況 

（業種／上場・非上場の別） 

株式会社淀川製鋼所社外監査役（鉄鋼／プライム） 

南海化学株式会社（化学／スタンダード） 

主な取扱業務・分野 

 会社法一般（株主総会，代表訴訟等会社経営一般） 

☐ 事業承継・M&A・企業再編   ☐ 個人情報保護 

 契約法・商取引    債権保全・債権回収 

 公益通報（内部通報を含む）   

☐ 法人倒産（会社更生・民事再生を含む） 
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☐ 経済特別法（独占禁止法，金融商品取引法等） 

☐ 特許法・実用新案法・意匠法・商標法・不正競争防止法 

☐ 著作権法・エンターテインメント法   ☐ IT関連紛争 

 労働事件（使用者側）   ☐ 税務   ☐ 国際的商取引 

☐ 海事   ☐ 不動産取引    医療事故 

☐ 欠陥商品・製造物責任   ☐ 証券・先物取引被害 

 交通事故その他の事故   ☐ 環境・公害・薬害 

☐ 民事介入暴力 

 その他 

  （                            ） 

日弁連及び所属弁護

士会における活動歴 

 

 

 

大阪弁護士会 男女共同参画推進本部 委員 

 

 

 

 

資 格 

（日本の法曹資格を除く） 
 

業務として使用可能な

外国語 
☐ 英語  ☐ フランス語  ☐ 中国語  ☐ その他（         語） 

著作・論文 

所属学会 

 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

（抱負など） 
 

※ 任意的事項について記入するか否かは登録者の自由となります。 


	はせがわひろし長谷川裕(はせがわひろし)30622(56期)
	はたけやまかずひろ畠山和大(はたけやまかずひろ)33819(59期)
	はっとりひろし服部弘(はっとりひろし)58462(71期)
	はのあやこ葉野彩子(はのあやこ)46683(65期)
	はやしひろき林祐樹(はやしひろき)49206(66期)
	はやしひろゆき林裕之(はやしひろゆき)27903(53期)
	ひがしむきゆき東向有紀(ひがしむきゆき)41588(62期)
	ひらまつあやこ平松亜矢子(ひらまつあやこ)29517(55期)
	ひろいしゆうじ廣石佑志(ひろいしゆうじ)39769(62期)
	ふくだあやこ福田あやこ(ふくだあやこ)27445(52期)
	ふくだただし福田正(ふくだただし)19736(38期)
	ふくだやすちか福田泰親(ふくだやすちか)46692(65期)
	ふくつかかえ福塚圭恵(ふくつかかえ)39126(61期)
	ふくもとよういち福本洋一(ふくもとよういち)30627(56期)
	ふじたともみ藤田知美(ふじたともみ)31545(57期)
	ふじのむつこ藤野睦子(ふじのむつこ)39130(61期)
	ぶすじまこうじ毒島光志(ぶすじまこうじ)43547(63期)
	ほそばけんた細場健太(ほそばけんた)55029(69期)
	ほんぎょうかつや本行克哉(ほんぎょうかつや)46702(65期)
	ほんまあき本間亜紀(ほんまあき)33838(59期)
	まえだはるき前田春樹(まえだはるき)16621(31期)
	まついやすひと松井保仁(まついやすひと)27559(52期)
	みきさとし三木賢(みきさとし)36638(60期)
	みやもとけいこ宮本圭子(みやもとけいこ)22529(44期)
	むらいじゅん村井潤(むらいじゅん)23048(45期)
	むらいめぐみ村井恵美(むらいめぐみ)46685(65期)）
	むらかみゆき村上友紀(むらかみゆき)47478(65期)
	むらしままさひろ村島雅弘(むらしままさひろ)32780(58期)
	むらなかとおる村中徹(むらなかとおる)24275(47期)
	もりすえよしたか森末尚孝(もりすえよしたか)26864(51期)
	やまぐちしんぺい山口心平(やまぐちしんぺい)36906(60期))
	やまもとかずと山本和人(やまもとかずと)27932(53期)
	やまもとふさこ山本婦紗子(やまもとふさこ)30190(55期)
	よこたまさし横田雅士(よこたまさし)55053(69期)
	よこやまりょういち横山竜一(よこやまりょういち)46725(65期)
	りあきひろ李暎浩(りあきひろ)36915(60期)
	りふゆん李厚潤(りふゆん)57471(71期)
	わかすぎよういち若杉洋一(わかすぎよういち)23756(46期)
	わたなべまきこ渡部真樹子(わたなべまきこ)45541(64期)
	わたなべりつこ渡邉りつ子(わたなべりつこ)35380(60期)

